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（１）【公立共済本部】退職者（年金待機者・年金受給者）の問合せ  

公立学校共済組合本部（年金相談センター） 月～金曜日 ( 祝日･年末年始を除く )  9 時 ～ 17 時 30 分 

〒101-0062 千代田区神田駿河台 2-9-5 電話 03-5259-1122  hhttttppss::////wwwwww..kkoouurriittuu..oorr..jjpp//  

（２）【公立共済東京支部】 

退職後の医療保険･任意継続組合員の問合せ（給付貸付課資格担当）電話 03-5320-6826 

現職者・退職者(年金待機者になる前)の問合せ（給付貸付課年金担当） 電話 03-5320-6828 

公立学校共済組合東京支部 月～金曜日 ( 祝日･年末年始を除く )  9 時～12 時 , 13 時～17 時 

〒163-8001 新宿区西新宿 2-8-1   hhttttppss::////wwwwww..kkoouurriittuu..oorr..jjpp//ttookkyyoo// 

（３）私立学校教職員共済制度・私学厚生年金に関する問合せ  

日本私立学校振興・共済事業団共済事業本部  

〒113-8441 文京区湯島 1-7-5 電話 03-3813-5321   hhttttppss::////wwwwww..sshhiiggaakkuu..ggoo..jjpp// 

（４）国民年金・一般厚生年金に関する問合せ  

ねんきんダイヤル 電話 0570-05-1165（ナビダイヤル）又は 03-6700-1165（一般電話） hhttttppss::////wwwwww..nneennkkiinn..ggoo..jjpp// 

月曜日午前 8 時 30 分から午後 7時、火曜日から金曜日午前 8時 30 分から午後 5時 15 分、 

第 2土曜日午前 9時 30 分から午後 4時 
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主な問合せ先一覧 

古紙配合率７０％再生紙を使用しています
石油系溶剤を含まないインキを使用しています



はじめに 

この冊子は、令和５年度に６０歳を迎える公立学校共済組合東京支部の一般組合員を対象

に作成しています。

まずはじめに、大切なことをお伝えします。それは将来、皆様が、自分の年金を正しく受け

取っていただくためには、「ご自分で責任を持って、今後、請求手続をしていかなければなら

ない。」ということです。

年金は請求主義（厚生年金保険法第３３条）であり、年齢とともに自動で支給されるもので

はありません。請求をしないままでいると、時効により年金が受け取れなくなることもござい

ますので、書類は必ず御提出ください。

これらのことを心に御留め頂くようお願いいたします。

※　短期組合員（暫定（定年前）再任用短時間勤務・臨時的任用教職員・非常勤教職員

・会計年度任用職員・時間講師など）の方については、公立学校共済組合の年金（長期給付）

の対象外です。

また現在は、所属の事務担当の方が、税金や社会保障等の手続について丁寧に案内・説明等

をしてくれるため、自分ではあまり意識をしていない方もいるかもしれません。ですが、退職

された後は、健康保険の手続や税金の確定申告など、様々な手続を、自分自身で行うことにな

ります。

　なお、本冊子は令和５年４月時点の情報で作成しています。社会保険制度は改正が多々発

生するため、皆様に年金が支給される際には、制度等が変更されている可能性があることに

御留意ください。
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第１章 公的年金制度の概要

１ 現在の年金制度

皆さんは、２つの公的年金制度と１つの公務員共済組合独自の年金制度の合計３つの年金制度に

加入しています。

【図１】 現在の公的年金制度の体系

公立学校共済組合員の場合

厚生年金

基金等
（任意）

第 1 号厚生年金 第 2 号厚生年金 第３号厚生年金 第４号厚生年金

第２号被保険者 第３号被保険者 第１号被保険者

加入対象者

臨 時 的 任 用

教職員・非常

勤教員・会計

年 度 任 用 職

員・民間企業

勤務の方等

国家公務員 私立学校

教 職 員

第２号被保

険者の被扶

養配偶者

自営業者

・学生等

１
国民年金

(基礎年金)

全ての国民に共通する年金制度で、１階部分と呼ばれます。

昭和 61 年４月１日から「国民皆年金制度」が開始され、20 歳以上

60 歳未満の全国民に加入義務があります。

２
厚生年金

(被用者年金)

被用者（給与をもらい働く人）に共通する年金制度です。

働いていた期間と報酬額に比例した年金が支給されます。

国民年金に上乗せして支給されるため、２階部分と呼ばれます。

３
年金払い退職給付

(退職等年金給付)

公務員の新たな退職給付として創設された年金制度で、新３階部分と呼

ばれます。平成 27 年 10 月以降の組合員期間が算定の基礎となります。

平成 27年９月までの公務員期

間に応じて退職共済年金(経過

的職域加算額)が支給されます。

(旧３階部分)

公立学校共済組合の年金制度は「３階建て」です！

国 民 年 金 （基 礎 年 金）

地方公務員等

３階部分

企業年金等

２階部分

厚生年金制度

１階部分

国民年金制度

年金払い退職給付(平成 27 年 10 月～)

（新３階部分）

一般厚生年金 私学厚生年金公務員厚生年金

厚 生 年 金

（被 用 者 年 金）
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厚生年金（被用者年金）は、それぞれの実施機関が決定・支給

します。

厚生年金保険に加入している 20 歳から 60 歳までの間は、

同時に国民年金にも加入していることになります。

３

（年金を決定・支給する組織）

国民年金

(基礎年金)

日本年金機構

（ 年金事務 所 ）

厚生年金

(被用者年金)

日本年金機構
（ 年金事務 所 ）

職域加算

一 般 

厚生年金 

公 務 員

厚生年金

経 過 的
額

を 含 む 。

国 家 公 務 員

共 済 組 合

地 方 公 務 員

共 済 組 合
公立学校共済組合

私 学 

厚生年金

私立学校振興

・共済事業団

(退 職 等 年 金 給 付)

１
階

２
階

3

年金を決定・支給する実施機関

年金を決定・支給する組織を「実施機関」と呼びます。公務員の厚生年金は最後に所属した共

済組合が決定・支給します。各年金の実施機関は以下のとおりです。

公 的 年 金 等
実 施 機 関

加 入 者

20 歳以上 60 歳

未 満 の 全 国 民

民 間 勤 務 や

臨時的任用教職員 

非 常 勤 教 員 等 

国 家 公 務 員

東京都職員共済組合

市町村職員共済組合 等

地 方 公 務 員 等

公 立 学 校 教 職 員

暫定再任用フルタイム等

私立学校教職員

年金払い退職給付
国家公務員共済組合

地方公務員共済組合

私立学校振興・共済事業団

公務員・私学 

厚生年金加入者

新
３
階
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２ 年金の種類

● 国民年金と厚生年金

国民年金と厚生年金は、給付の事由により「老齢」・「障害」・「遺族」の３種類があります。 

受給するためには、それぞれ一定の要件を満たす必要があります。

● 年金払い退職給付

年金払い退職給付は、平成 27 年 10 月より新設された年金制度で、「終身年金」と「有期年金」

の２種類があります。（詳細は P9・13 参照）

● 一人一年金の原則

複数の年金の受給権がある場合、原則として最も有利な年金を選択し、選択した年金以外は 

支給が停止されます（障害基礎年金受給者については、特例があります）。

受給する年金を選択した後も、将来に向かって選択しなおすことが可能です。

名称

種類

国民年金
(基礎年金)

厚生年金
(被用者年金)

給付事由

老 齢 老齢基礎年金 老齢厚生年金
一定の年金加入期間があり支給開始年齢に達した

ときに支給される年金

障 害 障害基礎年金
障害厚生年金

P29～31 参照

年金加入期間中に初診日がある傷病により、一定

以上の障害程度となった場合に支給される年金

遺 族 遺族基礎年金
遺族厚生年金

P32 参照

年金加入者又は年金加入者であった者が死亡した

ときに遺族に支給される年金

例）〇老齢基礎 老齢厚生 ×老齢基礎 遺族基礎
〇※障害基礎 老齢厚生 ×遺族厚生 障害厚生
〇※障害基礎 遺族厚生 ×老齢基礎 障害厚生

※65 歳以上の場合

年金は、「老齢」「障害」「遺族」の３種類です！

これらの組み合わせは、
片方のみを選択

これらの組み合わせは、
両方を選択可能

2
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5

１ 退職時の手続

退職時の手続については、次の表と次項（P６）のフローチャートを確認して、退職時の所属所

を通じて必要書類を提出してください。

【４月１日からの勤務状況と必要な手続等について】

（１） 退職届書（年金待機者登録届書）の提出
退職届書は年金決定に必要な組合員期間中の年金記録（これまでの公務員期間や給与情報等）

を整備し、年金が決定されるまで「年金待機者」として登録するために必要な書類です。

所定の様式に必要事項を記入し（P７参照）、退職日以降、組合員証・一般組合員資格喪失届書

等と一緒に、所属の共済事務担当者に提出してください（様式は所属にあります）。

所属の事務取扱者が証明のうえ、公立学校共済組合東京支部に送付することで資格喪失及び年

金待機者登録の手続きが行われます。

退職届書を提出すると、退職後おおむね４～６か月後に公立学校共済組合本部から自宅に「年

金待機者登録通知書」とリーフレット「年金待機者になられた方へ」が送付されます。また、同

時に年金待機者番号が付番されます。これで待機者登録は完了しますが、送付された通知書等は

年金支給開始まで大切に保管してください（年金待機者期間中の手続きについては、年金待機者

Q&A（P 36.37）を御確認ください。 ※ 退職時の手続きは今後変更される可能性があります。

（２） 国民年金への加入

60 歳に到達するまでのすべての国民に、国民年金の加入義務があります。60 歳より前に退職

する方や配偶者を扶養していた場合は注意してください。手続きは、お住いの区市役所・町村役

場で行います。

３月 31 日 ４月１日からの勤務状況 提出書類

退 職 届 書

教育庁(事務局・学校教職員等)以外の
国家公務員、地方公務員(正規職員)

組合員転出
・異動届書

手続不要

退職届書の提出が必要な方は必ず提出してください。 Ｐ６ 参照

東 京 都 の

正規教職員

を退職

（一般組合員）

勤務しない場合、
民間企業、私立学校、

非常勤教職員、会計年度任用職員、
暫定(定年前)再任用短時間勤務職員、
臨時的任用教職員、又は時間講師等

定年退職後に
暫定再任用フルタイム職員として勤務

4

第２章 今後の年金手続等について

退職後、再就職しない場合や臨時的任用教職員等に

なる場合は、退職届書（年金待機者登録届書）の提出

が必要です。 

また、退職後引き続き暫定再任用フルタイム職員に

任用される場合は、退職時の年金手続は不要です。

１ 退職時

65 歳から老齢厚生年金等を請求できます。

◍ 老齢基礎年金（１階部分）

◍ 老齢厚生年金（２階部分）

◍ 退職共済年金（旧３階部分）

◍ 年金払い退職給付（新３階部分） 

２ ６５歳に到達した時

Ｐ13 参照

Ｐ12 参照 

繰上げ請求可能期間
(60 歳から 65 歳まで)詳細はＰ19

６５歳

６１歳

６６歳 繰下げ請求可能期間 詳細はＰ21 ７５歳

年金が決定すると、年金証書及び年金決定通知書が届きます。

年金の支給

◍  ２、４、６、８、10、12 月 の 年６回

◍  支給月の 15 日に前月と前々月の２か月分が支給

◍ 15 日が土曜の場合は 14 日、日曜の場合は 13 日に支給

３ 年金受給開始後

Ｐ５ 参照

65 歳の誕生日までに最後に加

入した実施機関から年金請求書

が送付されます。が送付されます。が送付されます。

再就職すると、再就職先

の実施機関から請求書が送

付されます（Ｐ９参照）

定年退職

Ｐ15 参照

退

なる

が必要

また、退職後引き続き暫定再任用フルタイム職員に

任用される場合は、

１ 退退

4
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※　短期組合員が退職した場合には、提出不要です。

新宿区立青空小学校

東京 一郎 03-5320-6828

0

7 4 1

0 7 2 0 4 0

０１３８０５

教諭

千代田

オチャノミズ 3-18-7-E-30

お茶の水 3-18-7 青空ヴィレッジE-30

0 0 0 0 東京

トウキョウト チヨダク

1 0 0

0 9 0 - 9 9 9 9 - 9 9 9 9

新宿区立青空小学校

5 0 1 2 3１ 共済 花子 １ 12 15

3 8 1 2 0 1

4 5 6

公 立 花 子

9 40 7 0 3３

コウリツ ハナコ
7 3 ３１

4 5 6 7 81 2 3

氏名が変更されている場合は
旧姓及び改正年月日も記入

・退職後に居住する住所地を記入

・外国に居住する予定の場合は
可能な限り国内の関係連絡先を記入

・マンションやアパート名のフリガナは
記入不要

退職日以降の日付を記入

退職日≦届出日≦所属所長証明日

短期組合員（非常勤教職員・会計年度任用職員
・暫定（定年前）再任用短時間勤務職員・臨時的
任用教職員・時間講師等）を退職した場合には、
提出不要です。

7

● 退職届書の記入例（令和７年度末に定年退職する場合）

※ 手続等が変更になる可能性があります。

退職時手続フローチャート

6

各様式は公立学校共済組合東京支部のホームページ

にも掲載しています。

退職時手続フローチャート

スタート

ＹＥＳ

ＮＯ
退職時に所属所を通じて 

退職届書（年金待機者登録届書）

を提出

※福利厚生事務の手引別冊様式集Ｐ172

パターン Ａ

①退職時に所属所を通じて 

組合員転出・異動届書を提出 

※福利厚生事務の手引別冊様式集Ｐ166

＋

②新たな加入先の共済組合へ

「組合員期間等報告書」を提出

パターン B

①退職時に所属所を通じて 

退職届書（年金待機者登録届書） 

組合員転出・異動届書を提出 

※福利厚生事務の手引別冊様式集 

Ｐ166.172

＋

②新たな加入先の共済組合へ 

「組合員期間等報告書」を提出

パターン C

① ② ③

④

⑤⓺

再就職先は・・・

①民間企業

②私立学校

③非常勤教職員、会計年度任用職員、

暫定(定年前)再任用短時間勤務職員、

臨時的任用教職員又は時間講師等

④暫定再任用フルタイム勤務職員

⑤道府県の正規職員
（公立学校共済組合の他支部に加入する場合）

⑥国家公務員又は他の地方公務員の

正規職員
（国家公務員共済組合、都道府県・市町村職員共

済組合などに一般組合員で加入する場合）

退職後も働く予定は

ありますか？

退職日と再就職先の採用日は

1 日も空かずに引き続きますか？

【例】

3/31 退職→4/1 採用➡「YES」パターン B

3/31 退職→4/2 採用➡「 N O 」パターン C

ＹＥＳ

ＮＯ

手続不要

暫定再任用フルタイムで勤務する場合以外は提出する書

類が必ずあります。

御自身の次の任用がある場合フローチャートのどこに当

てはまるか、今一度御確認くださいますようお願いします。
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● 退職届書の記入例（令和６年度末に定年退職する場合）

※ 手続等が変更になる可能性があります。

6
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（国家公務員共済組合、都道府県・市町村職員共

済組合などに一般組合員で加入する場合）

退職後も働く予定は

ありますか？

退職日と再就職先の採用日は

1 日も空かずに引き続きますか？

【例】

3/31 退職→4/1 採用➡「YES」パターン B

3/31 退職→4/2 採用➡「 N O 」パターン C

ＹＥＳ

ＮＯ

手続不要

暫定再任用フルタイムで勤務する場合以外は提出する書

類が必ずあります。

御自身の次の任用がある場合フローチャートのどこに当

てはまるか、今一度御確認くださいますようお願いします。
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9

（２） 老齢年金を請求する

年金を受け取るには、皆さん自身が請求を行う必要があります。

請求書類は 65 歳の誕生日前に最後に所属した実施機関（P３参照）から送付されま

す。退職後に再就職すると、公立学校共済組合以外から請求書が送付される場合が

あります。同封される案内を確認し、請求書類や添付書類を提出してください。

（３） 年金払い退職給付（退職等年金給付）を請求する

※ 年金払い退職給付 （退職等年金給付）についても、繰下げ支給が可能ですが、繰下げによる増額は

ありません。

年金は、その権利を有する者の請求に基づいて、実施機関が決定することに

なっています。これを「請求主義」といいます（厚生年金保険法第 33 条）。

このため年金は、受け取る権利（受給権）が発生したときに自動的に支給が始

まるものではなく、皆さん自身が請求手続を行うことで、年金として受け取るこ

とができるものです。

年金の請求をせずに、年金を受け取る権利が発生したときから５年を過ぎると、

法律に基づき、５年以上前の分の年金については時効により受け取れなくなる場

合があります。早めに請求をお願いします。

▶▶ 年金は「請求主義」!？ ◀◀

《 年金払い退職給付とは？ 》

平成 27 年 10 月より新設された年金制度です。毎月の給料から掛け金を徴収し、

その金額を積み立てていく、「積立年金」です。

請求書類は退職後に 65 歳に達した時、又は 65 歳以降に暫定再任用フルタイム職員や正規職

員を退職した時に公立学校共済組合から送付されます。

《 年金払い退職給付の種類 》

年金払い退職給付 退職年金

公務障害年金

公務遺族年金 

終身退職年金 

有期退職年金 有期年金（10・20 年）

有期一時金

遺族一時金

１

本部 HP

本部 HP

8

２ 65 歳に到達した時

（１） 老齢年金の受給開始年齢到達

老齢年金とは、ある一定の年齢に到達したときに支給される年金のことです。

皆さんは 65 歳から「老齢基礎年金」、「老齢厚生年金」、「退職共済年金（経過的職域加算額）」、

「年金払い退職給付」の合計４つの年金を受給することになります。

３階部分

２階部分
厚 生 年 金

（被 用 者 年 金）

＜支給要件＞ 

◍ 公的年金制度の加入期間が 10 年以上あること 

◍ 厚生年金保険の加入期間が１月以上あること

＜計算方法＞P12 

１階部分
国 民 年 金

（基 礎 年 金）

＜支給要件＞

◍ 公的年金制度の加入期間が 10 年以上あること

学生
（国民年金）

民間企業 国家公務員 地方公務員

公的年金制度の加入期間

厚生年金保険の加入期間

公務員共済組合加入期間

20 歳 22 歳入社 40 歳転職 48 歳転職 61 歳定年退職 

用 語 説 明

公的年金制度の加入期間：すべての公的年金制度（国民年金や厚生年金等）の加入期間

厚生年金保険の加入期間：すべての厚生年金保険の加入期間

公務員共済組合加入期間：公務員厚生年金の加入期間

退職共済年金 (経過的職域加算額)

◍ 公的年金制度の加入期間が 10 年以上あること

＜支給要件＞ 

◍ 平成 27 年９月以前に引き続く公務員共済組合一般組

合員の加入期間が１年以上あること

＜計算方法＞P12 

平成 27 年９月までの期間分 平成 27 年 10 月以降の期間分

旧３階部分

（退職等年金給付）年金払い退職給付

＜支給要件＞ 
◍ 引き続く公務員共済組合一般組合員の加入期間

が１年以上あること

◍ 公務員共済一般組合員でない（退職している）

こと

＜計算方法＞P13 

新３階部分

本部 HP

＜計算方法＞P12 

8



9

（２） 老齢年金を請求する

年金を受け取るには、皆さん自身が請求を行う必要があります。

請求書類は 65 歳の誕生日前に最後に所属した実施機関（P３参照）から送付されま

す。退職後に再就職すると、公立学校共済組合以外から請求書が送付される場合が

あります。同封される案内を確認し、請求書類や添付書類を提出してください。

（３） 年金払い退職給付（退職等年金給付）を請求する

※ 年金払い退職給付 （退職等年金給付）についても、繰下げ支給が可能ですが、繰下げによる増額は

ありません。

年金は、その権利を有する者の請求に基づいて、実施機関が決定することに

なっています。これを「請求主義」といいます（厚生年金保険法第 33 条）。

このため年金は、受け取る権利（受給権）が発生したときに自動的に支給が始

まるものではなく、皆さん自身が請求手続を行うことで、年金として受け取るこ

とができるものです。

年金の請求をせずに、年金を受け取る権利が発生したときから５年を過ぎると、
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《 年金払い退職給付とは？ 》

平成 27 年 10 月より新設された年金制度です。毎月の給料から掛け金を徴収し、

その金額を積み立てていく、「積立年金」です。
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◍ 平成 27 年９月以前に引き続く公務員共済組合一般組

合員の加入期間が１年以上あること
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平成 27 年９月までの期間分 平成 27 年 10 月以降の期間分
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◍ 公務員共済一般組合員でない（退職している）
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本部 HP

＜計算方法＞P12 
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11

● 地共済年金情報 web サイトを確認する

地共済年金情報 web サイトでは、年金加入履歴、年金払い退職給付の給付算定基礎額残

高履歴、公務員共済期間分の年金見込額などを、いつでも御確認いただけます。組合員と組

合員であった方が老齢年金の受給開始年齢まで利用できます。

利用方法など、詳細については下記ホームページを御覧ください。

【参考】基礎年金番号※とは

基礎年金番号は、年金加入記録を管理するためのキーとなる 10 桁（４桁ﾊｲﾌﾝ６桁）の番号であり、

年金手帳や基礎年金番号通知書、ねんきん定期便などに記載されています。

年金手帳や基礎年金番号通知書を紛失された場合には、お近くの年金事務所で再発行が可能です。

● 給付算定基礎額残高通知書を確認する

毎年１回、７月下旬に前年度末における年金払い退職給付の「給付算定基礎額残高

通知書」を自宅に送付しています。支給額の参考にしてください。

https://www.chikyosai-nenkin-web.jp/

利用には事前申込が必要です。ホームページで基礎年金番号※や必要事項を入力す

ると、後日（通常３～４週間後）、ユーザＩＤが郵送されます。

▶▶ ねんきん定期便以外でも

年金見込み額が確認できます ◀◀

検索地共済年金情報 web サイト

給付算定基礎額残高通知書

本部HP

10

（４） 老齢年金の見込額を知る

年金額の計算方法は年金の種類により異なります。

ここでは公立太郎さんのケースを例に老齢年金の見込額を知る方法を御案内します。

● ねんきん定期便を確認する

毎年１回、誕生月の月末に将来の年金見込額を記載した「ねんきん定期便」を送付

します。

35 歳・45 歳・59 歳の「節目年齢」の方には封書で、それ以外の方には圧着ハガキで届きます。

※公立太郎さんの 60 歳誕生月（令和５年５月末）に届いた定期便

公立 太郎さんの場合公立

◍ 昭和 38 年 5 月生まれ 年度末 60 歳

◍ 20 歳から入都までは国民年金に加入していない。

学生

ねんきん定期便で見込額の計算をする期間国民年金未加入で

あったため年金の

計算に含まれない

期間 公務員共済組合加入期間

教員(地方公務員)

20 歳 22 歳入都 年度末６０歳 普通退職

(昭和 58 年 5 月) (昭和 61 年 4 月) (令和 6 年 3 月)

※ 昭和 61 年４月から

国民皆年金制度が

開始されたため、

昭和 61 年以前の期間は

国民年金に加入していない

方が多くいます。

737,031

2,441,529

445

445

０ ０

445

445

1,482,578

334

221,586

ねんきん定期便

加入期間：誕生日時点での加入期間 

見 込 額：60 歳まで務めた場合の見込額

本部 HP

「節目
ふ し め

737,031

2,441,529

1,482,578

334

221,586

334

221 586

１階部分 (老齢基礎年金)見込額

２階部分 (老齢厚生年金)見込額

旧３階部分 (退職共済年金)見込額

合計 見込額
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● 地共済年金情報 web サイトを確認する
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本部HP
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（４） 老齢年金の見込額を知る
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本部 HP

ふ し め

１階部分 (老齢基礎年金)見込額

２階部分 (老齢厚生年金)見込額

旧３階部分 (退職共済年金)見込額

合計 見込額
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※給付算定基礎額残高は、「地共済年金情報 web サイト」や「給付算定基礎額残高通知書」で

確認できます。→P１１

《 受取方法 》

有期年金と終身年金に分かれており、有期年金の受取方法が選択できます。
● 支給開始：退職後に 65 歳に達した時、又は 65 歳以降に暫定再任用フルタイム職員や正規職員を

退職した時（退職している場合には 60 歳から繰上げ可能）
● 半分は有期年金（①20 年、②10 年、③一時金から選択）、半分は終身年金として支給されます。
※一時金を希望した場合、添付書類として退職手当の源泉徴収票等が必要になる場合があります。

※支給期間は原則 20 年、受給事由が生じた日から半年以内の申出により 10 年に短縮、一時金と
して受給選択することが可能

※一般組合員期間が 10 年未満の場合は、それぞれ半分ではなく 4 分の１
※受給者が死亡した場合、終身部分は終了し、有期部分の未支給期間分は遺族に一時金として支給

新３階部分 年金払い退職給付 （退職等年金給付）

《 計算方法 》

平成 27 年 10 月以降に実際に支払った掛金や期間に応じた利子等を元に給付算定基礎額を算

出し、実際に支給される年金額を算出します。 

《 給付の目安 》

給付算定基礎額残高※約 789,000 円 を 1/2 ずつ支給

有期退職年金 有期退職年金(年額) 終身退職年金(年額)

394,500 円 ① 20 年（240 月）：19,800 円

② 10 年（120 月）：39,500 円

③ 一時金：394,500 円

※100 円未満は四捨五入

17,200 円

終身退職年金

394,500 円

① 20 年 ② 10 年 ③ 一時金

または または有期年金（20 年）

終身年金

有期年金
（10 年）

終身年金

一
時
金

終身年金
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● 年金の計算方法

２階部分 老齢厚生年金 （被用者年金）

《 計算方法 》

報酬に比例し、平均標準報酬（月）額と加入期間に基づき算出されます。

また、65 歳到達時に一定の扶養家族(加給年金額対象者)がいる場合、加給年金額が加算され

ます。→ 加給年金額についてはＰ18

旧３階部分 退職共済年金 （経過的職域加算額）

《 計算方法 》

平成 27 年９月末日までの公務員共済組合の加入期間の報酬に比例し、平均給与（給料）月

額と加入期間に基づき算出されます。

（注）２階部分（厚生年金）と併せて支給されるため、個別の請求書はありません。

日本鉄道共済組合、日本たばこ産業共済組合などの組合員期間は対象外です。

１階部分 老齢基礎年金 （国民年金）

《 計算方法 》

20 歳から 60 歳まで 40 年間加入した場合、年金額は満額で 795,000 円/年(令和５年度)で

す。未加入の期間がある場合は、加入月数に応じて年金額が計算されます。計算方法は以下

のとおりです。

老齢基礎年金の額 
（令和５年度）

＝ 795,000 円（満額） × 
加入月数

480 月 (40 年間)

● 加入月数は、次の①～③の期間を合計した期間となります。

① 国民年金第１号被保険者：
国民年金保険料納付期間、免除月数がある場合は全部又は一部

免除に応じた割合の期間が加算

② 国民年金第２号被保険者： 20 歳から 60 歳までの共済組合や厚生年金保険の加入期間

③ 国民年金第３号被保険者：
昭和 61 年４月１日以降の国民年金第２号被保険者の

被扶養配偶者の期間

学生期間は任意加入のため加入期間はなく、

22 歳の 12 か月目から 60 歳到達まで 37 年１月(445 月)加入

795,000 円 ×
445 月 (37 年 1 月)

＝ 737,031 円 
480 月 (40 年 間 )

12
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※1 「職域年金相当部分」は平成 27 年９月以前の加入期間に応じて、「退職共済年金（経過的職域加算額）」

として 65 歳から支給されます。

なぜ３階部分だけ２つに分かれているの？

退職共済年金
（経過的職域加算額※１）

厚生年金（被用者年金）

平成27年9月までの期間分

一元化前に受給の権利が発生する老齢年金 一元化以降に受給の権利が発生する老齢年金

１階部分

２階部分

３階部分

国民年金（基礎年金）

（厚生年金相当部分）

（職域年金相当部分）

国民年金（基礎年金）

平成27年10月以降の
期間の3階部分は、
年金払い退職給付※２

となります。

名前は変わりますが、
２階部分の給付内容は
一元化前と同じです。

退
職
共
済
年
金

※2 「年金払い退職給付」は、平成 27 年 10 月以降の加入期間に応じ、原則として 65 歳から支給されます。

２

平成 27 年 10 月の年金一元化で、共済年金独自の３階部分「職域年金相当部

分」は廃止され、新たに「年金払い退職給付」が創設されました。

65 歳に到達して年金が支給されるときには、旧３階部分「職域年金相当部分」

は、「退職共済年金（経過的職域加算額）」として平成 27 年９月以前の加入期間

に応じて支給され、「年金払い退職給付」は、平成 27 年 10 月以降の加入期間に

応じて支給されます。

15

３ 年金受給開始後

（１） 年金の決定

公立学校共済組合で年金が決定すると、年金証書と支給日が記載された年金決定通知書が公立

学校共済組合本部から自宅に届きます。初回の支給は、請求からおおむね４～６か月後になりま

す。

年金証書は再就職した時などに必要となることがあるため、大切に保管してください。

（２） 年金の支給

支給は ２・４・６・８・10・12 月の年６回 です。

原則として支給月の 15 日（土曜日のときは 14 日、日曜日のときは 13 日）に、支給月の前月

と前々月の２か月分が後払いで支給されます。 

公立学校共済組合と日本年金機構など、別の実施機関から年金を受給している場合、年金はそ

れぞれの実施機関から別々に振込まれます。

【例】昭和 38 年９月 20 日生まれ共済 次郎さんの場合

老齢年金は 65 歳から受け取ることができます。老齢年金を受給する権利が発生

する日を「受給権発生日」と呼びます。

老齢年金の受給権発生日は 65 歳の誕生日の前日です。

年金は、受給権発生日の翌月分からが支給の対象となります。

年金を新規に決定する場合は提出された請求書類に不備等がない場合、受付から

決定までにおおむね４～６か月程度審査等に時間を要します。

決定後に年金証書で決定額等を通知し、受給権発生日の翌月分から決定時点まで

の支給分がまとめて支給されます。

老齢年金の受給権発生日は 65 歳の誕生日の前日
．．

、年金支給は受給権発生日の翌月分から

です。1 日生まれの人の受給権発生日は、誕生日前月
．．

の末日となるため、1 日生まれの人

に限っては、誕生月から老齢年金の支給対象となります。

年金って「いつから」、「どうやって」支給されるの？

老齢年金を受給する権利が発生する日は？

次郎さんの場合は、令和 10 年９月 19 日が受給権発生日

年金が支給されるのはいつから？

次郎さんの場合は、10 ･11 月分の年金が、令和 10 年 12 月 15 日以降に支給

本部 HP

共済 次郎さん

14
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本部 HP

共済 次郎さん
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定年退職後

暫定再任用フルタイム

で勤務

今年で 5 年目です。

東京 三郎さん

16

４ 年金受給後に暫定再任用フルタイム勤務をしていた場合

65 歳到達以降も暫定再任用フルタイムとして引き続き公立学校共済一般組合員だった場合の年

金の諸制度等を説明します。 

（１） 老齢厚生年金の支給調整

老齢年金受給権発生後に、暫定再任用フルタイム勤務等、厚生年金に加入する働き方をしてい

た場合、収入月額によって厚生年金の全額または一部が支給停止となることがあります。

詳細については、在職中の収入月額による厚生年金の支給調整（P 23）を参照ください。

※支給停止となった年金が退職後に遡って支給される制度はありません。

（２） 退職時の年金関係手続
定年退職時等、老齢年金の受給権が発生する前に退職した場合は、退職届書( P ７ )の提出が必

要になりますが、老齢厚生年金受給者が退職した場合「老齢厚生年金改定書類※」の提出が必要

になります。 ※ 手続等が変更される可能性があります。

改定請求書を提出することで、厚生年金加入に伴う支給停止の解除及び 65 歳以降お勤めして

いた期間の給料情報を年金額に反映する手続きを行います。

年度末に退職される方については、所属の事務担当者宛てに公立共済から必要書類をお送りい

たします。届いた書類を記入し御提出ください。

【例：令和５年 11 月に 65 歳を迎える東京 三郎さんの場合】

厚生年金の支給調整の解除は４月分の年金からです。

通常、4・5 月分の年金は 6 月に支給されますが年度末で退職する場合、

支給元である公立学校共済組合本部が全国一律で退職改定処理を行う関係で

例年 8 月定期支給以降の支給となっている現状です。

詳細は、退職が迫った際にお知らせがあると思いますが、年金の退職後の支給

は処理の都合上 8 月になる可能性があるということを御承知おきください。

年金額の決定

正規教員 

この期間に納めた

厚生年金保険料を加味して…
年金額を改定 年金額の決定

年金額の決定

令和 5 年 11月

61歳 65 歳

3 月末に退職

暫　定　再　任　用　フ　ル　タ　イ　ム

65 歳と 5 カ月

年金の在職停止解除

在職中の収入額により、年金に支給の
調整や停止がかかっています

4 月から年金が
支給されます

東

厚生年厚生年
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基礎年金は加入月数・厚生年金は被用者期間の報酬情報に基づいて

年金額が決定しておりますが、前年の物価や賃金の変動に応じて

毎年度年金額を改定（増額又は減額）することとされています。

（令和 5年度の新規裁定者は（67 歳以下の方）は 2.2％増額）

公的年金制度とは、個々の国民生活の安定を損なう老齢、障害及び

死亡という事故による経済的損失を補うことにより、生活の安定と福

祉の向上を図ることを目的としておりますが、現役世代の保険料負担

で高齢者世代を支えるという 世代と世代の支えあい によって成り

立っている制度です。

基礎・厚生年金は、現役世代が納めた掛金を、受給者の皆様が受け

取る賦課方式となっております（年金払い退職給付は積立方式）。

それに伴い、賃金変動率（現役世代の負担能力）やマクロ経済スラ

イド （年金給付水準を自動的に調整する仕組み） に基づいた年金額

改定が毎年度行われているのです。

▶▶ 年金額は変動するって本当！？ ◀◀

3 
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第３章 知っておきたい老齢年金の諸制度

老齢年金には、本人の申出や特定の条件に該当する場合に適用される制度があります。

１ 加給年金額

加給年金額は 65 歳到達時、以下のア、イ両方の条件に当てはまる場合に、２階部分の

老齢厚生年金に加算して支給されます。

加給年金額対象者が 20 年以上の加入期間を有する老齢厚生年金の受給権利が発生

する（特別支給含む）又は障害を事由とする年金を受けた場合、加給年金額は支給停

止となります。

加給年金額の条件

ア 年金請求者の厚生年金保険の加入期間が 20 年以上

イ 65 歳から支給される「老齢厚生年金」の受給権発生時に生計を共にする加給年金額

対象者がいる（下表参照）

【加給年金額対象者】

加給年金

額対象者
年 齢 要 件 収 入 要 件

加給年金額

（令和５年度）

配偶者 65 歳未満

恒常的収入が年額 850 万円未満

又は所得が 655.5 万円未満 ※

※ おおむね５年以内に定年等の

理由で収入が上記の額を下回る

見込みの場合は該当

397,500 円/年

子

◍ 18 歳に達する日以後

の最初の３月 31 日

までの間にある子 

◍ 20 歳未満で障害等級

が１～２級に該当す

る障害状態にある子 

２人まで１人につき 

228,700 円/年 

３人目から１人につき

76,200 円/年 

加給年金額は、皆さんが 65 歳になった時、生計を

同じくする年下の配偶者がいる場合等に加算されます。

本部 HP
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２ 60 歳からの繰上げ

老齢年金は、受給開始を早めることができます（繰上げ）。

老齢年金は 65 歳から受給開始ですが、繰上げして 60 歳以降の

希望する月から受給することができます。 

ただし、繰り上げると年金額は１月あたり 0.4％の割合で減額さ

れ、受け取る年金は生涯減額されたままになります。 

その他にも制約事項がありますので、希望する方はよく検討し

てから請求してください。 

手続きの流れは、P28 も参照してください。

繰上げ期間 減額率

５年（60 月） 24％

４年（48 月） 19.2％

３年（36 月） 14.4％

２年（24 月） 9.6％

１年（12 月） 4.8％

【例】60 歳で繰上げ請求する場合

国民年金、一般厚生年金、私学厚生年金など、65 歳から受給する全ての公的年金の老齢

年金を同時に繰り上げることが条件となります。

24％減額＝５年繰上げ 0.4%×60 月

65 歳 60 歳 61 歳 62 歳 63 歳 64 歳 65 歳 

老齢厚生年金
繰 上 げ支 給 の老 齢 厚 生 年 金

老齢基礎年金
繰 上 げ支 給 の老 齢 基 礎 年 金

24％減額＝５年繰上げ 0.4%×60 月

【繰上げを行った場合の制約事項】

① 繰上げ支給により減額された年金は生涯にわたって続きます。このため受け取る期間の長短により、繰上
げ請求しない場合よりも受け取る総額が減少する場合があります。

② 繰上げ請求を行った後に、取り消しをすることはできません。

③ 繰上げ請求を行った後は、障害基礎（共済・厚生）年金に関する以下の請求等ができなくなります。
ア 事後重症などによる障害基礎（共済・厚生）年金の請求
イ 繰上げ請求を行った後に初診日がある障害基礎年金の請求
ウ ３級の障害共済（厚生）年金を受給している方の障害の程度が増進した場合の改定請求

④ 繰上げ請求を行った後に、国民年金の寡婦年金※を請求することはできません。また、すでに寡婦年金を
受給している方については、寡婦年金の権利はなくなります。

⑤ 繰上げ請求を行った後に、国民年金の任意加入被保険者になることはできません。

⑥ 繰上げ請求を行った後に、以下に該当する場合は繰上げ支給の老齢厚生年金の一部（又は全部）が支給停
止となる場合があります。
ア 障害基礎（共済・厚生）年金・遺族基礎（共済・厚生）年金の受給権がある場合
イ 厚生年金保険又は私立学校教職員共済制度に加入した場合
ウ 常勤の公務員として再就職し、共済組合の組合員となった場合
エ 雇用保険の基本手当を受給する場合

※寡婦年金＝国民年金第１号被保険者としての保険料納付済み期間等が 25 年以上ある夫が年金を受けずに
死亡した場合に、10 年以上婚姻関係があった妻に 60 歳から 65 歳までの間支給されるもの

本部 HP
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本部 HP
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〔参考〕 老齢基礎年金繰上げ受給・受取り総額 （受給額）

20 歳から 60 歳までの 40 年間保険料を納め、満額 795,000 円受け取るものとして計算

（注）表中の年金額は、支給開始年齢到達日（誕生日の前日）の属する月に繰上げ請求した減額率に
より計算しています。（円未満四捨五入）
実際には、請求した月に応じて、次の式で計算された減額率によって老齢基礎年金が減額され
ます。

単位：円

受給開始年齢 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

支給率 76% 80.8% 85.6% 90.4% 95.2% 100%

60歳時 604,200

61歳時 1,208,400 642,360

62歳時 1,812,600 1,284,720 680,520

63歳時 2,416,800 1,927,080 1,361,040 718,680

64歳時 3,021,000 2,569,440 2,041,560 1,437,360 756,840

65歳時 3,625,200 3,211,800 2,722,080 2,156,040 1,513,680 795,000

66歳時 4,229,400 3,854,160 3,402,600 2,874,720 2,270,520 1,590,000

67歳時 4,833,600 4,496,520 4,083,120 3,593,400 3,027,360 2,385,000

68歳時 5,437,800 5,138,880 4,763,640 4,312,080 3,784,200 3,180,000

69歳時 6,042,000 5,781,240 5,444,160 5,030,760 4,541,040 3,975,000

70歳時 6,646,200 6,423,600 6,124,680 5,749,440 5,297,880 4,770,000

71歳時 7,250,400 7,065,960 6,805,200 6,468,120 6,054,720 5,565,000

72歳時 7,854,600 7,708,320 7,485,720 7,186,800 6,811,560 6,360,000

73歳時 8,458,800 8,350,680 8,166,240 7,905,480 7,568,400 7,155,000

74歳時 9,063,000 8,993,040 8,846,760 8,624,160 8,325,240 7,950,000

75歳時 9,667,200 9,635,400 9,527,280 9,342,840 9,082,080 8,745,000

76歳時 10,271,400 10,277,760 10,207,800 10,061,520 9,838,920 9,540,000

77歳時 10,875,600 10,920,120 10,888,320 10,780,200 10,595,760 10,335,000

78歳時 11,479,800 11,562,480 11,568,840 11,498,880 11,352,600 11,130,000

79歳時 12,084,000 12,204,840 12,249,360 12,217,560 12,109,440 11,925,000

80歳時 12,688,200 12,847,200 12,929,880 12,936,240 12,866,280 12,720,000

81歳時 13,292,400 13,489,560 13,610,400 13,654,920 13,623,120 13,515,000

82歳時 13,896,600 14,131,920 14,290,920 14,373,600 14,379,960 14,310,000

83歳時 14,500,800 14,774,280 14,971,440 15,092,280 15,136,800 15,105,000

84歳時 15,105,000 15,416,640 15,651,960 15,810,960 15,893,640 15,900,000

85歳時 15,709,200 16,059,000 16,332,480 16,529,640 16,650,480 16,695,000

減額率＝0.4％×繰上げ請求月から 65歳になる月の前月までの月数
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３ 66 歳以降の繰下げ

老齢年金は、受給開始を遅らせることができます（繰下げ）。

老齢年金は 65 歳から受給開始ですが、繰下げして 66 歳以降の希望する月から受給することがで

きます。繰り下げた場合、１月あたり 0.7％の割合で増額された年金が支給されます。

繰り下げることのできる期間は、75 歳まで（最高 120 月×0.7%＝84％の増額）です。

希望する方は 65 歳の老齢年金請求時に請求書によってその旨を申し出るとともに、繰下げ支給

を希望するときに、公立学校共済組合本部に連絡して請求書を提出してください。

なお、繰下げられる期間は、75歳（120か月）までです。また計算上額面では、65歳からの受給

と比較して、繰下げ支給開始後約11年11月以上受給すると多く受給ができます。※

※税金や社会保険料等は考慮していません。

繰上げと繰下げについてのまとめ

繰 上 げ 繰 下 げ

年金の支給開始 65歳より前（60 ～ 64歳） 65歳より後（66 ～ 75歳）

請 求 方 法
支給を希望する時期に自分

で連絡し、請求書を入手する

65歳の年金請求時に繰り下

げる旨を申し出る

66歳以降の支給を希望する

時期に、公立学校共済組合

本部に連絡し、請求書を入

手する

増 減 割 合
減

（0.4％×前倒しした月数）

増

（0.7％×遅らせた月数）

対
象
と
な
る
年
金

１階

（老齢基礎年金） １階、２階、旧３階全てを

同時に繰り上げる必要あり

※ 一般、私学等老齢厚生年金も全て

同時に繰り上げる必要あり

単独で繰下げ可能

２階（老齢厚生年金）

旧３階（退職共済年金

(経過的職域加算額)）

単独で繰下げ可能

※ 一般、私学等老齢厚生年金も全て

同時に繰り下げる必要あり

新３階

（年金払い退職給付）

繰上げ・繰下げとも単独で実施可能※

※ただし、繰下げによる年金の増額はありません。

、

本部 HP

繰上げは年金を早く支給する分減額され、

繰下げは年金を遅く支給する分加算されます。
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〔参考〕 老齢基礎年金繰上げ受給・受取り総額 （受給額）

20 歳から 60 歳までの 40 年間保険料を納め、満額 795,000 円受け取るものとして計算

（注）表中の年金額は、支給開始年齢到達日（誕生日の前日）の属する月に繰上げ請求した減額率に
より計算しています。（円未満四捨五入）
実際には、請求した月に応じて、次の式で計算された減額率によって老齢基礎年金が減額され
ます。

単位：円

受給開始年齢 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

支給率 76% 80.8% 85.6% 90.4% 95.2% 100%

60歳時 604,200

61歳時 1,208,400 642,360

62歳時 1,812,600 1,284,720 680,520

63歳時 2,416,800 1,927,080 1,361,040 718,680

64歳時 3,021,000 2,569,440 2,041,560 1,437,360 756,840

65歳時 3,625,200 3,211,800 2,722,080 2,156,040 1,513,680 795,000

66歳時 4,229,400 3,854,160 3,402,600 2,874,720 2,270,520 1,590,000

67歳時 4,833,600 4,496,520 4,083,120 3,593,400 3,027,360 2,385,000

68歳時 5,437,800 5,138,880 4,763,640 4,312,080 3,784,200 3,180,000

69歳時 6,042,000 5,781,240 5,444,160 5,030,760 4,541,040 3,975,000

70歳時 6,646,200 6,423,600 6,124,680 5,749,440 5,297,880 4,770,000

71歳時 7,250,400 7,065,960 6,805,200 6,468,120 6,054,720 5,565,000

72歳時 7,854,600 7,708,320 7,485,720 7,186,800 6,811,560 6,360,000

73歳時 8,458,800 8,350,680 8,166,240 7,905,480 7,568,400 7,155,000

74歳時 9,063,000 8,993,040 8,846,760 8,624,160 8,325,240 7,950,000

75歳時 9,667,200 9,635,400 9,527,280 9,342,840 9,082,080 8,745,000

76歳時 10,271,400 10,277,760 10,207,800 10,061,520 9,838,920 9,540,000

77歳時 10,875,600 10,920,120 10,888,320 10,780,200 10,595,760 10,335,000

78歳時 11,479,800 11,562,480 11,568,840 11,498,880 11,352,600 11,130,000

79歳時 12,084,000 12,204,840 12,249,360 12,217,560 12,109,440 11,925,000

80歳時 12,688,200 12,847,200 12,929,880 12,936,240 12,866,280 12,720,000

81歳時 13,292,400 13,489,560 13,610,400 13,654,920 13,623,120 13,515,000

82歳時 13,896,600 14,131,920 14,290,920 14,373,600 14,379,960 14,310,000

83歳時 14,500,800 14,774,280 14,971,440 15,092,280 15,136,800 15,105,000

84歳時 15,105,000 15,416,640 15,651,960 15,810,960 15,893,640 15,900,000

85歳時 15,709,200 16,059,000 16,332,480 16,529,640 16,650,480 16,695,000

減額率＝0.4％×繰上げ請求月から 65歳になる月の前月までの月数
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３ 66 歳以降の繰下げ

老齢年金は、受給開始を遅らせることができます（繰下げ）。

老齢年金は 65 歳から受給開始ですが、繰下げして 66 歳以降の希望する月から受給することがで

きます。繰り下げた場合、１月あたり 0.7％の割合で増額された年金が支給されます。

繰り下げることのできる期間は、75 歳まで（最高 120 月×0.7%＝84％の増額）です。

希望する方は 65 歳の老齢年金請求時に請求書によってその旨を申し出るとともに、繰下げ支給

を希望するときに、公立学校共済組合本部に連絡して請求書を提出してください。

なお、繰下げられる期間は、75歳（120か月）までです。また計算上額面では、65歳からの受給

と比較して、繰下げ支給開始後約11年11月以上受給すると多く受給ができます。※

※税金や社会保険料等は考慮していません。

繰上げと繰下げについてのまとめ

繰 上 げ 繰 下 げ

年金の支給開始 65歳より前（60 ～ 64歳） 65歳より後（66 ～ 75歳）

請 求 方 法
支給を希望する時期に自分

で連絡し、請求書を入手する

65歳の年金請求時に繰り下

げる旨を申し出る

66歳以降の支給を希望する

時期に、公立学校共済組合

本部に連絡し、請求書を入

手する

増 減 割 合
減

（0.4％×前倒しした月数）

増

（0.7％×遅らせた月数）

対
象
と
な
る
年
金

１階

（老齢基礎年金） １階、２階、旧３階全てを

同時に繰り上げる必要あり

※ 一般、私学等老齢厚生年金も全て

同時に繰り上げる必要あり

単独で繰下げ可能

２階（老齢厚生年金）

旧３階（退職共済年金

(経過的職域加算額)）

単独で繰下げ可能

※ 一般、私学等老齢厚生年金も全て

同時に繰り下げる必要あり

新３階

（年金払い退職給付）

繰上げ・繰下げとも単独で実施可能※

※ただし、繰下げによる年金の増額はありません。

、

本部 HP

繰上げは年金を早く支給する分減額され、

繰下げは年金を遅く支給する分加算されます。
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４ 一般厚生年金保険の加入期間がある女性の請求時期

昭和 41 年４月１日生まれまでの女性で、臨時的任用教員、非常勤教員等や民間企業での職歴の

ある方の一般厚生年金は、65 歳より前から支給されます。

一般厚生年金保険の加入期間が１年以上ある女性は、下表の年齢から特別支給の老齢厚生年金を

受給できます。

該当する方には日本年金機構から請求書が送付されるので、公務員の厚生年金とは別に、先行し

て請求してください。

５ 退職一時金の返還

次のア、イに該当する方は、受給した退職一時金に利子を付して返還していただき、

その期間を通算して老齢厚生年金を決定します（返還額は経過年数に応じて受給額の約

５～７倍）。退職一時金を返納せず、その期間の年金を通算しないという選択をすることはできま

せん。該当する場合は必ず返還額を支払うことになります。

ア 昭和 54 年 12 月 31 日以前に公務員期間が１年以上で公務員を退職し、退職一時金を受給した

方で、その前歴を含めた公務員共済組合の加入期間が 20 年以上となる方

イ 20 年に満たないが、退職一時金支給の際、原資控除（年金を受給するための権利を残すため、

退職一時金から年金の原資を控除すること。）を受けた方

本部 HP

〔参考〕 一般老齢厚生年金の女性の支給開始年齢

生年月日
昭 37.４.２～

昭 39.４.１

昭 39.４.２～

昭 41.４.１
昭 41.４.２～

支給開始年齢

（特別支給）
63 歳 64 歳

65 歳 

（本来支給）

【生年月日】昭和 38 年 10 月５日生まれ 

【加入期間】一般、公務員、私学厚生年金保険の期間あり

【退 職 日】令和７年３月３１日

※63、65 歳時の２回手続が必要

65 歳

一般老齢厚生年金 

（特別支給） 

年金払い退職給付 

各老齢厚生年金（本来支給） 

老齢基礎年金

63 歳

令和７年３月
(退職) 

ハナコさんの場合支部支部支部支部支部
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６ 在職中の収入月額による厚生年金の支給調整

老齢厚生年金の支給開始年齢到達後に、再就職等により厚生年金保険に加入している

（加入する）場合は再就職先の賃金等に応じて年金の全額又は一部が支給停止されます。

ただし、厚生年金保険に加入しない働き方（週 20 時間未満の時間講師、パート、個人事業等）、

不動産や株式等による収入は、支給停止の対象にはなりません。

本部 HP

支給停止の計算方法

A B C D
A B C D

+ + =

D

－
支給停止調整額

× 1/2 = 支給停止額48 万円

C

- 支給停止額 =
老齢厚生年金の

実際の支給額

ア 収入月額 ≦ 48 万円（支給停止調整額）⇒ 支給停止なし

イ 収入月額 ≧ 48 万円（支給停止調整額）⇒ 支給停止調整額を超えた額の 1/2 の額が

年金から支給停止

過去１年の

ボーナスの 1/12

老齢厚生年金

（2 階部分）の月額
収入月額

(A・B・C の合算)

標準報酬

月額

収入月額

老齢厚生年金

（2 階部分）の月額

※ ４８万円（支給停止調整額）は、令和５年度の額であり、賃金や物価の変動により改定することがあ
ります。

※ 老齢基礎年金には支給調整はありません。在職中でも全額支給されます。

決定される 

年金の種類

厚生年金の種類と年金の支給停止調整額

公務員共済の組合員 一般・私学厚生年金保険加入者

老齢 

厚生年金

再就職先の標準報酬月額と過去１年間のボーナス額の 1/12 と老齢厚生年金の月

額の合計が 48 万円を超えた場合、超えた額の 1/2 の額が年金から支給停止

退職共済年金

（経過的

職域加算額）

全額支給停止 全額支給

年金払い 

退職給付
退職後に支給開始 全額支給
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４ 一般厚生年金保険の加入期間がある女性の請求時期

昭和 41 年４月１日生まれまでの女性で、臨時的任用教員、非常勤教員等や民間企業での職歴の

ある方の一般厚生年金は、65 歳より前から支給されます。

一般厚生年金保険の加入期間が１年以上ある女性は、下表の年齢から特別支給の老齢厚生年金を

受給できます。

該当する方には日本年金機構から請求書が送付されるので、公務員の厚生年金とは別に、先行し

て請求してください。

５ 退職一時金の返還

次のア、イに該当する方は、受給した退職一時金に利子を付して返還していただき、

その期間を通算して老齢厚生年金を決定します（返還額は経過年数に応じて受給額の約

５～７倍）。退職一時金を返納せず、その期間の年金を通算しないという選択をすることはできま

せん。該当する場合は必ず返還額を支払うことになります。

ア 昭和 54 年 12 月 31 日以前に公務員期間が１年以上で公務員を退職し、退職一時金を受給した

方で、その前歴を含めた公務員共済組合の加入期間が 20 年以上となる方

イ 20 年に満たないが、退職一時金支給の際、原資控除（年金を受給するための権利を残すため、

退職一時金から年金の原資を控除すること。）を受けた方

本部 HP

〔参考〕 一般老齢厚生年金の女性の支給開始年齢

生年月日
昭 37.４.２～

昭 39.４.１

昭 39.４.２～

昭 41.４.１
昭 41.４.２～

支給開始年齢

（特別支給）
63 歳 64 歳

65 歳 

（本来支給）

【生年月日】昭和 38 年 10 月５日生まれ 

【加入期間】一般、公務員、私学厚生年金保険の期間あり

【退 職 日】令和７年３月３１日

※63、65 歳時の２回手続が必要

65 歳

一般老齢厚生年金 

（特別支給） 

年金払い退職給付 

各老齢厚生年金（本来支給） 

老齢基礎年金

63 歳

令和７年３月
(退職) 

ハナコさんの場合支部
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６ 在職中の収入月額による厚生年金の支給調整

老齢厚生年金の支給開始年齢到達後に、再就職等により厚生年金保険に加入している

（加入する）場合は再就職先の賃金等に応じて年金の全額又は一部が支給停止されます。

ただし、厚生年金保険に加入しない働き方（週 20 時間未満の時間講師、パート、個人事業等）、

不動産や株式等による収入は、支給停止の対象にはなりません。

本部 HP

支給停止の計算方法

A B C D
A B C D

+ + =

D

－
支給停止調整額

× 1/2 = 支給停止額48 万円

C

- 支給停止額 =
老齢厚生年金の

実際の支給額

ア 収入月額 ≦ 48 万円（支給停止調整額）⇒ 支給停止なし

イ 収入月額 ≧ 48 万円（支給停止調整額）⇒ 支給停止調整額を超えた額の 1/2 の額が

年金から支給停止

過去１年の

ボーナスの 1/12

老齢厚生年金

（2 階部分）の月額
収入月額

(A・B・C の合算)

標準報酬

月額

支給停

収入月額

老齢厚生年金

（2 階部分）の月額

※ ４８万円（支給停止調整額）は、令和５年度の額であり、賃金や物価の変動により改定することがあ
ります。

※ 老齢基礎年金には支給調整はありません。在職中でも全額支給されます。

決定される 

年金の種類

厚生年金の種類と年金の支給停止調整額

公務員共済の組合員 一般・私学厚生年金保険加入者

老齢 

厚生年金

再就職先の標準報酬月額と過去１年間のボーナス額の 1/12 と老齢厚生年金の月

額の合計が 48 万円を超えた場合、超えた額の 1/2 の額が年金から支給停止

退職共済年金

（経過的

職域加算額）

全額支給停止 全額支給

年金払い 

退職給付
退職後に支給開始 全額支給

23
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【例】昭和 38 年８月 16 日生まれ 組合 トシコさんの場合

■受給権発生時(令和 10 年８月 15 日）の勤務状況

暫定再任用フルタイム勤務職員（公務員共済加入）として勤務中

標準報酬月額は 36 万円 … Ａ、ボーナスは年 72 万円 … Ｂ

■年金額（年額）

老齢基礎年金は 79.5 万円

老齢厚生年金は 144 万円（月額 12 万円）… Ｃ

退職共済年金（経過的職域加算額）は 24 万円

Ａ（36 万円）＋ Ｂ（72÷12＝６万円）＋ Ｃ（144÷12＝12 万円）＝ Ｄ（54 万円）

Ｄ（収入月額 54 万円）＞ 48 万円 … P23 のイに該当

Ｄ（54 万円）－ 支給停止調整額（48 万円）＝ 6 万円 × 1/2 ＝ 支給停止額（3 万円）

老齢厚生年金支給額 ＝ Ｃ（144÷12＝12 万円）－ 支給停止額（3 万円）＝ 9 万円

■トシコさんの令和１０年９月分（65 歳時点）の年金の総支給額

老齢基礎年金…79.5 万円÷12＝６６,２５０円※１

老齢厚生年金…９万円

退職共済年金（経過的職域加算額）…０円※２ 合計 156,250 円

※1 老齢基礎年金には支給調整はありません。

※２ 公務員共済に加入して働いているため、退職共済年金（経過的職域加算額）は全額支給停止になります。

年金の支給停止はいくら？ ～トシコさんの場合～

トシコさんの令和１０年９月分（65 歳時点）の老齢厚生年金の支給停止

老齢厚生年金 12 万円のうち、3 万円が支給停止となり、月額 9 万円が支給

それでは具体的に計算してみましょう！

組合トシコさん

25

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

（参考）

給与明細

ねんきん定期便

給与明細とねんきん定期便を用意し、支給停止額と総支給額を算出してみましょう！

標準報酬月額 過去 1 年のボーナスの 1/12 厚生年金の月額 収入月額過

４8 万 １/２

収入月額 支給停止調整額 支給停止額

※ Ａ標準報酬月額及びＢ過去１年のボーナスについては給与明細で確認してください。

厚生年金の月額 支給停止額 厚生年金支給額
●Ｆ（厚生年金支給額）がマイ

ナスになるとき、厚生年金は

全額支給停止。左の式では

【Ｆ＝０】になります。

●暫定再任用フルタイム勤務

の間は、Ｇ（経過的職域加算）

は全額支給停止です。

厚生年金支給額 経過的職域加算額 総支給額

Ｄ Ｅ

Ｃ Ｅ Ｆ

Ｆ Ｇ Ｈ

A

Ｃ
（年額）

Ｇ
（年額）
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【例】昭和 38 年８月 16 日生まれ 組合 トシコさんの場合

■受給権発生時(令和 10 年８月 15 日）の勤務状況

暫定再任用フルタイム勤務職員（公務員共済加入）として勤務中

標準報酬月額は 36 万円 … Ａ、ボーナスは年 72 万円 … Ｂ

■年金額（年額）

老齢基礎年金は 79.5 万円

老齢厚生年金は 144 万円（月額 12 万円）… Ｃ

退職共済年金（経過的職域加算額）は 24 万円

Ａ（36 万円）＋ Ｂ（72÷12＝６万円）＋ Ｃ（144÷12＝12 万円）＝ Ｄ（54 万円）

Ｄ（収入月額 54 万円）＞ 48 万円 … P23 のイに該当

Ｄ（54 万円）－ 支給停止調整額（48 万円）＝ 6 万円 × 1/2 ＝ 支給停止額（3 万円）

老齢厚生年金支給額 ＝ Ｃ（144÷12＝12 万円）－ 支給停止額（3 万円）＝ 9 万円

■トシコさんの令和１０年９月分（65 歳時点）の年金の総支給額

老齢基礎年金…79.5 万円÷12＝６６,２５０円※１

老齢厚生年金…９万円

退職共済年金（経過的職域加算額）…０円※２ 合計 156,250 円

※1 老齢基礎年金には支給調整はありません。

※２ 公務員共済に加入して働いているため、退職共済年金（経過的職域加算額）は全額支給停止になります。

年金の支給停止はいくら？ ～トシコさんの場合～

トシコさんの令和１０年９月分（65 歳時点）の老齢厚生年金の支給停止

老齢厚生年金 12 万円のうち、3 万円が支給停止となり、月額 9 万円が支給

それでは具体的に計算してみましょう！

組合トシコさん

25

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

（参考）

給与明細

ねんきん定期便

給与明細とねんきん定期便を用意し、支給停止額と総支給額を算出してみましょう！

Ｂ Ｃ Ｄ
標準報酬月額 過去 1 年のボーナスの 1/12 厚生年金の月額 収入月額過

４8 万 １/２

収入月額 支給停止調整額 支給停止額

※ Ａ標準報酬月額及びＢ過去１年のボーナスについては給与明細で確認してください。

厚生年金の月額 支給停止額 厚生年金支給額
●Ｆ（厚生年金支給額）がマイ

ナスになるとき、厚生年金は

全額支給停止。左の式では

【Ｆ＝０】になります。

●暫定再任用フルタイム勤務

の間は、Ｇ（経過的職域加算）

は全額支給停止です。

厚生年金支給額 経過的職域加算額 総支給額

支給Ｄ Ｅ

厚生年金支給額
Ｃ Ｅ Ｆ

厚生年金支給額 経過的職域加算額 総支給額

Ｆ Ｇ Ｈ

A

Ｃ
（年額）

Ｇ
（年額）

25
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７ 定年退職後のケース別・年金請求の流れ

（１）勤務しない場合、民間企業や私立学校に就職する場合、非常勤教職員、

会計年度任用職員、暫定（定年前）再任用短時間勤務職員、臨時的任用教職

員、又は時間講師になる場合など

＜これからの手続の流れ＞

退職届書を令和６年度末に提出

P⇒ ７参照

60 歳到達

61 歳定年

年金待機者期間

１ 老齢基礎年金

２ 本来支給の老齢厚生年金

旧３ 経過的職域加算額 

新３　年金払い退職給付を受給

退職後３～６ヶ月後に届く「年金待機者登録

通知書」の内容を必ず確認し、保管してくだ

さい。

60 歳到達時から、老齢基礎・ 

厚生年金の繰上げ請求が可能

⇒Ｐ19・P28 参照

在職中の繰上げ請求は、在職

に伴う年金の支給調整と

繰上げ減額により、本来より

受給する年金額が大幅に減

少する恐れがあります。

再就職しない場合、配偶者は 60 歳に到達する

まで、国民年金第一号被保険者になる必要が

あります。⇒Ｐ５参照

65 歳

一般厚生年金に加入する場合には、日本年金

機構が実施機関になります。⇒Ｐ３参照

POINT:退職後の年金関係手続きは

公立学校共済組合本部で行います。

●繰下げ請求を希望する場合は、

66 歳以降、年金受給を希望する

月の前月までに

公立学校共済組合本部に連絡

●氏名・住所が変わったら

公立学校共済組合本部に報告

●繰上げ請求が可能（公立学校共済

組合本部に連絡　⇒Ｐ19・P28参照

■生年月日：昭和 38年 4月 10日

■公的年金の加入歴：公務員厚生年金

■配偶者：昭和 42年 10月 26日生、専業主婦

～ハルヒコさんの場合～

定年退職後は

日本中を旅するぞ！

65 歳の概ね１～３月前

公立学校共済組合本部から

①老齢基礎年金※

②本来支給の老齢厚生年金

③年金払い退職給付 の請求書類が届く。

添付書類と共に返送 ⇒P9 参照 

※一般厚生年金に加入したことがある場合

には、日本年金機構から送付

暫定再任用フルタイム職員として働く場合

には、引き続き公立学校共済組合の一般組合

員となるため、退職届書の提出は不要です。

暫定再任用フルタイム満了の年度末

公立学校共済組合東京支部から所属を通して

①年金改定書類

②年金払い退職給付の請求書 が届く

添付書類と共に返送 ⇒P9,16 参照 

27

（２） 暫定再任用フルタイム職員として働く場合

＜これからの手続の流れ＞

65 歳の受給権発生前に暫定再任

用フルタイム勤務を終了する方

は、終了時に退職届書を提出し

てください。

退職届書の提出不要 ⇒P６参照

61 歳定年

請求書類は所属校を通して本人宛に届くた

め、所属所の事務担当は締切等を把握してい

ません。ご本人が責任を持って提出してくだ

さい。

●２は所得による支給調整額が

48 万円となるため一部支給される

場合あり ⇒P23～25 参照

●旧３は暫定再任用フルタイム勤務

　中は全額停止

⇒P23 参照 

１ 老齢基礎年金

２ 本来支給の老齢厚生年金

旧３ 経過的職域加算額を受給

65 歳

在職中により支給停止となっている年金額

は繰下げ対象に含みません。 

概ね 65 歳の前月

公立学校共済組合東京支部から所属を通して 

①老齢基礎年金※ 

②本来支給の老齢厚生年金の請求書類が届く。 

繰下げ請求を希望する場合には、この請求書で

その旨を申し出る。 

添付書類と共に返送 ⇒P9 参照 

※一般厚生年金に加入したことがある場合には、

日本年金機構から送付

再フル 

満了【退職後】

新３ 年金払い退職給付

繰上げ請求を希望する場合は 

退職前：東京支部

退職後：公立学校共済組合本部へ

ご連絡ください ⇒P19参照

■生年月日：昭和 38年 8月 15日

■公的年金の加入歴：公務員厚生年金

～ナツコさんの場合～まだまだ元気！

今までと同じよう

に頑張るわ！

●２は厚生年金に加入しない場合、

全額支給

●旧３は公務員厚生年金に加入

しない場合、全額支給

●繰下げ請求を希望した場合は、66

歳以降に本部へ繰下げ支給の請求

手続きを行う。

26



26

７ 定年退職後のケース別・年金請求の流れ

（１）勤務しない場合、民間企業や私立学校に就職する場合、非常勤教職員、

会計年度任用職員、暫定（定年前）再任用短時間勤務職員、臨時的任用教職

員、又は時間講師になる場合など

＜これからの手続の流れ＞

退職届書を令和６年度末に提出

P⇒ ７参照

60 歳到達

61 歳定年

年金待機者期間

１ 老齢基礎年金

２ 本来支給の老齢厚生年金

旧３ 経過的職域加算額 

新３　年金払い退職給付を受給

退職後３～６ヶ月後に届く「年金待機者登録

通知書」の内容を必ず確認し、保管してくだ

さい。

60 歳到達時から、老齢基礎・ 

厚生年金の繰上げ請求が可能

⇒Ｐ19・P28 参照

在職中の繰上げ請求は、在職

に伴う年金の支給調整と

繰上げ減額により、本来より

受給する年金額が大幅に減

少する恐れがあります。

再就職しない場合、配偶者は 60 歳に到達する

まで、国民年金第一号被保険者になる必要が

あります。⇒Ｐ５参照

65 歳

一般厚生年金に加入する場合には、日本年金

機構が実施機関になります。⇒Ｐ３参照

POINT:退職後の年金関係手続きは

公立学校共済組合本部で行います。

●繰下げ請求を希望する場合は、

66 歳以降、年金受給を希望する

月の前月までに

公立学校共済組合本部に連絡

●氏名・住所が変わったら

公立学校共済組合本部に報告

●繰上げ請求が可能（公立学校共済

組合本部に連絡　⇒Ｐ19・P28参照

■生年月日：昭和 38年 4月 10日

■公的年金の加入歴：公務員厚生年金

■配偶者：昭和 42年 10月 26日生、専業主婦

～ハルヒコさんの場合～

定年退職後は

日本中を旅するぞ！

65 歳の概ね１～３月前

公立学校共済組合本部から

①老齢基礎年金※

②本来支給の老齢厚生年金

③年金払い退職給付 の請求書類が届く。

添付書類と共に返送 ⇒P9 参照 

※一般厚生年金に加入したことがある場合

には、日本年金機構から送付

暫定再任用フルタイム職員として働く場合

には、引き続き公立学校共済組合の一般組合

員となるため、退職届書の提出は不要です。

暫定再任用フルタイム満了の年度末

公立学校共済組合東京支部から所属を通して

①年金改定書類

②年金払い退職給付の請求書 が届く

添付書類と共に返送 ⇒P9,16 参照 
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（２） 暫定再任用フルタイム職員として働く場合

＜これからの手続の流れ＞

65 歳の受給権発生前に暫定再任

用フルタイム勤務を終了する方

は、終了時に退職届書を提出し

てください。

退職届書の提出不要 ⇒P６参照

61 歳定年

請求書類は所属校を通して本人宛に届くた

め、所属所の事務担当は締切等を把握してい

ません。ご本人が責任を持って提出してくだ

さい。

●２は所得による支給調整額が

48 万円となるため一部支給される

場合あり ⇒P23～25 参照

●旧３は暫定再任用フルタイム勤務

　中は全額停止

⇒P23 参照 

１ 老齢基礎年金

２ 本来支給の老齢厚生年金

旧３ 経過的職域加算額を受給

65 歳

在職中により支給停止となっている年金額

は繰下げ対象に含みません。 

概ね 65 歳の前月

公立学校共済組合東京支部から所属を通して 

①老齢基礎年金※ 

②本来支給の老齢厚生年金の請求書類が届く。 

繰下げ請求を希望する場合には、この請求書で

その旨を申し出る。 

添付書類と共に返送 ⇒P9 参照 

※一般厚生年金に加入したことがある場合には、

日本年金機構から送付

再フル 

満了【退職後】

新３ 年金払い退職給付

繰上げ請求を希望する場合は 

退職前：東京支部

退職後：公立学校共済組合本部へ

ご連絡ください ⇒P19参照

■生年月日：昭和 38年 8月 15日

■公的年金の加入歴：公務員厚生年金

～ナツコさんの場合～まだまだ元気！

今までと同じよう

に頑張るわ！

●２は厚生年金に加入しない場合、

全額支給

●旧３は公務員厚生年金に加入

しない場合、全額支給

●繰下げ請求を希望した場合は、66

歳以降に本部へ繰下げ支給の請求

手続きを行う。
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１ 老齢基礎年金（繰上げ） 

２ 公務員厚生年金の特別老齢厚 

生年金（繰上げ） 

旧３　経過的職域加算額（繰上げ） 

新３　年金払い退職給付（繰上げ） 

28

（３）厚生年金に加入せず、退職後すぐに繰上げ支給をする場合

＜これからの手続の流れ＞

公立学校共済組合本部へ連絡

65 歳

61 歳定年

繰上げ希望の連絡をすることにより

東京支部から「老齢基礎・厚生年金の繰上げ

に係る請求書類が届く。 

添付書類と共に令和７年４月中に東京支部に

提出。

新３年金払い退職給付は、繰上げせずに 

65 歳から受給することも可能。

手続き不要

退職届書を令和６年度末に提出

⇒P７参照

退職後すぐに繰上げ受給を希望する方は退職

までに東京支部まで連絡してください。

繰上げ請求に基づいて、今までの年金加入期間を

まとめて決定するために、退職の翌月以降に請求

書を提出するようにしてください。

退職以前に提出すると、65 歳までの年金額が

通常時よりさらに低くなります。

厚生年金加入中の繰上げ請

求は、年金の支給調整と

繰上げ減額により、本来より

受給する年金額が大幅に減

少する恐れがあります。

なお、退職後しばらくしてから、繰上げ支給を

希望する場合には、その時に公立学校共済組

合本部に書類等を請求してください。

■生年月日：昭和 39年 2月 20日

■公的年金の加入歴：公務員厚生年金

※退職後は、一般厚生年金に加入しない範囲で時間講師を行う。

～ハルコさんの場合～

年金が早くもら

えるって聞いた

●令和７年５月分が初回支給日

（６月 15 日）以降に支給

●受取金融機関の変更希望者は

29

第４章 その他の年金制度

１ 障害厚生年金

障害厚生年金は、組合員期間中に初診日のある病気やけがによって、日常生活や仕事

などが制限されるような一定の障害状態（障害等級１～３級）となった場合に、65 歳に

達する前であっても受け取ることができる年金です。 

（１） 障害年金の受給要件

次のア～ウすべて
．．．

の要件を満たすこと

ア 厚生年金保険の加入期間中に初診日（障害の原因となった病気やけがについて初めて医師

又は歯科医師の診療を受けた日）があること 

イ 障害の状態が、初診日から起算して原則１年６月を経過した日（以下、「障害認定日」とい

う。）又は障害認定日後 65 歳に達する日の前日までの間に、障害等級が１級から３級まで

の状態にあること 

ウ 初診日の前日において、以下の①又は②の保険料納付要件を満たしていること 

① 20 歳に到達した月から初診日の属する月の前々月までの、公的年金に加入しなければなら

ない期間（合算対象期間を除く）のうち、保険料納付済期間か免除期間（学生納付特例期

間等を含む）が３分の２以上あること

② 初診日が令和８年３月 31 日以前で、初診日に 65 歳未満であり、初診日の属する月の前々

月までの直近の１年間に、国民年金の保険料未納期間がないこと

（２） 障害程度の認定基準（障害等級）

一定の障害状態とは、障害認定日において法令で定める障害の程度（認定基準）に該当する状

態です。障害程度の認定基準（各公的年金制度共通）は次のとおりです。 

なお、障害年金の障害等級は障害者手帳の障害等級とは異なります。

１級 他人の介助を受けなければ日常生活のことがほとんどできないほどの障害の状態

２級
必ずしも他人の助けを借りる必要はなくても、日常生活は極めて困難で、労働によっ
て収入を得ることができないほどの障害

３級
日常生活にはほとんど支障はないが、労働が著しい制限を受ける又は労働に著しい制
限を加えることを必要とするような状態

本部 HP
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１ 老齢基礎年金（繰上げ） 

２ 公務員厚生年金の特別老齢厚 

生年金（繰上げ） 

旧３　経過的職域加算額（繰上げ） 

新３　年金払い退職給付（繰上げ） 
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（３）厚生年金に加入せず、退職後すぐに繰上げ支給をする場合
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提出。

新３年金払い退職給付は、繰上げせずに 

65 歳から受給することも可能。

手続き不要

退職届書を令和６年度末に提出

⇒P７参照

退職後すぐに繰上げ受給を希望する方は退職

までに東京支部まで連絡してください。

繰上げ請求に基づいて、今までの年金加入期間を

まとめて決定するために、退職の翌月以降に請求

書を提出するようにしてください。

退職以前に提出すると、65 歳までの年金額が

通常時よりさらに低くなります。

厚生年金加入中の繰上げ請

求は、年金の支給調整と

繰上げ減額により、本来より

受給する年金額が大幅に減

少する恐れがあります。

なお、退職後しばらくしてから、繰上げ支給を

希望する場合には、その時に公立学校共済組

合本部に書類等を請求してください。

■生年月日：昭和 39年 2月 20日

■公的年金の加入歴：公務員厚生年金

※退職後は、一般厚生年金に加入しない範囲で時間講師を行う。

～ハルコさんの場合～

年金が早くもら

えるって聞いた

●令和７年５月分が初回支給日

（６月 15 日）以降に支給

●受取金融機関の変更希望者は
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第４章 その他の年金制度

１ 障害厚生年金

障害厚生年金は、組合員期間中に初診日のある病気やけがによって、日常生活や仕事

などが制限されるような一定の障害状態（障害等級１～３級）となった場合に、65 歳に

達する前であっても受け取ることができる年金です。 

（１） 障害年金の受給要件

次のア～ウすべて
．．．

の要件を満たすこと

ア 厚生年金保険の加入期間中に初診日（障害の原因となった病気やけがについて初めて医師

又は歯科医師の診療を受けた日）があること 

イ 障害の状態が、初診日から起算して原則１年６月を経過した日（以下、「障害認定日」とい

う。）又は障害認定日後 65 歳に達する日の前日までの間に、障害等級が１級から３級まで

の状態にあること 

ウ 初診日の前日において、以下の①又は②の保険料納付要件を満たしていること 

① 20 歳に到達した月から初診日の属する月の前々月までの、公的年金に加入しなければなら

ない期間（合算対象期間を除く）のうち、保険料納付済期間か免除期間（学生納付特例期

間等を含む）が３分の２以上あること

② 初診日が令和８年３月 31 日以前で、初診日に 65 歳未満であり、初診日の属する月の前々

月までの直近の１年間に、国民年金の保険料未納期間がないこと

（２） 障害程度の認定基準（障害等級）

一定の障害状態とは、障害認定日において法令で定める障害の程度（認定基準）に該当する状

態です。障害程度の認定基準（各公的年金制度共通）は次のとおりです。 

なお、障害年金の障害等級は障害者手帳の障害等級とは異なります。

１級 他人の介助を受けなければ日常生活のことがほとんどできないほどの障害の状態

２級
必ずしも他人の助けを借りる必要はなくても、日常生活は極めて困難で、労働によっ
て収入を得ることができないほどの障害

３級
日常生活にはほとんど支障はないが、労働が著しい制限を受ける又は労働に著しい制
限を加えることを必要とするような状態
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障害年金の対象となる主な傷病の例は次のとおりです。

これらの傷病を原因として、障害程度の認定基準に該当する状態である場合に、障害年金の対象

となります（傷病名で障害年金が認定されるわけではありません。）。

区分 主な傷病

眼
白内障、緑内障、ブドウ膜炎、眼球萎縮、癒着性角膜白斑、網膜脈絡膜萎縮、網膜色素

変性症、糖尿病性網膜症など

聴覚
メニエール病、感音性難聴、突発性難聴、頭部外傷または音響外傷による内耳障害、薬

物中毒による内耳障害など

鼻腔機能 外傷性鼻科疾患など

そしゃく・嚥下機能

言語機能
咽頭摘出術後遺症、上下顎欠損など

肢体

上肢または下肢の離断または切断障害、上肢または下肢の外傷性運動障害、脳卒中、脳

軟化症、重症筋無力症、関節リウマチ、ビュルガー症、脊髄損傷、進行性筋ジストロフ

ィー、人工股関節置換など

精神

老年及び初老期認知症、その他の老年性精神病、脳動脈硬化症に伴う精神病、アルコー

ル精神病、頭蓋内感染に伴う精神病、統合失調症、双極性障害（躁うつ病）、てんかん性

精神病、高次脳機能障害、その他詳細不明の精神病など

呼吸器疾患 肺結核、じん肺、気管支喘息、慢性気管支炎、膿胸、肺線維症など

循環器疾患（心疾患）
慢性心包炎、リウマチ性心包炎、慢性虚血性心疾患、冠状動脈硬化症、狭心症、僧帽弁

閉鎖不全症、大動脈弁狭窄症、心筋梗塞など

高血圧
悪性高血圧、高血圧性心疾患、高血圧性腎疾患（ただし、脳溢血による運動障害は除

く）など

腎疾患 慢性腎炎、ネフローゼ症候群、慢性糸球体腎炎、慢性腎不全など

肝疾患 肝硬変、多発性肝腫瘍、肝癌など

糖尿病 糖尿病、糖尿病性と明示された全ての合併症

その他 白血病、多発性骨髄腫、悪性新生物等及びその他の疾患

国民年金・厚生年金保険 障害認定基準は、日本年金機構のウェブサイトに掲載されています。

https://www.nenkin.go.jp/service/jukyu/shougainenkin/ninteikijun/20140604.html

（３） 障害年金の請求手続

公立学校共済組合の障害厚生年金請求手続は「障害程度の認定」と「障害厚生年金の決定請求」

の２段階となります。 

認定関係書類の提出後、「障害程度の認定」結果のお知らせまで３～４か月を要します。「障害厚

生年金の決定請求」に関する書類の提出から年金証書の送付までは、さらに３～４か月を要します。 

申出の際は、初診日、傷病名、症状、初診時の病院を転院しているときはその期日等、これま

での病歴について確認し、認定される見込みがあるかどうかを医師に相談のうえ、公立学校共済

組合東京支部（電話 03-5320-6828）まで御連絡ください。 

年金機構 HP

認定基準 検索
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● 「障害程度の認定」

障害程度の認定は、診断書等による書面審査です。

申出の際に状況をお伺いした上で、認定に必要な書類（診断書等）を送付します。

● 「障害厚生年金の決定請求」

障害程度の認定の結果、障害等級１級から３級に該当した方には、障害厚生年金の決定書類を

送付します。

なお、障害等級が１級又は２級のときは、国民年金法の「障害基礎年金」も併せて支給されま

す。

《 障害認定日請求 》

障害認定日まで遡って請求する方法です。障害認定日時点の診断書が取得可能な場合に請求でき

ます。障害認定日以降請求時まで、障害等級３級以上の障害状態にある場合、障害認定日の翌月

まで遡って年金が支給されます。ただし時効により遡るのは過去５年分までとなります。

《 事後重症認定請求 》

障害認定日に障害等級１級から３級に該当せず、その後症状が進行して、65 歳に達する日の前日

までに、その傷病により障害等級に該当する程度の障害状態になった方が請求する方法です。請

求は 65 歳に達する日の前日（65 歳誕生日の前々日）までで、請求日の翌月から支給されます。

《 請求手続のイメージ 》

１ 障害年金請求の申出

２ 認定関係書類の送付

７「年金証書」「年金決定通知書」の送付、障害厚生年金の支給

３ 認定関係書類の提出

５ 請求手続の案内

６ 請求関係書類の提出

４ 認定結果の通知

30
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障害年金の対象となる主な傷病の例は次のとおりです。

これらの傷病を原因として、障害程度の認定基準に該当する状態である場合に、障害年金の対象

となります（傷病名で障害年金が認定されるわけではありません。）。

区分 主な傷病

眼
白内障、緑内障、ブドウ膜炎、眼球萎縮、癒着性角膜白斑、網膜脈絡膜萎縮、網膜色素

変性症、糖尿病性網膜症など

聴覚
メニエール病、感音性難聴、突発性難聴、頭部外傷または音響外傷による内耳障害、薬

物中毒による内耳障害など

鼻腔機能 外傷性鼻科疾患など

そしゃく・嚥下機能

言語機能
咽頭摘出術後遺症、上下顎欠損など

肢体

上肢または下肢の離断または切断障害、上肢または下肢の外傷性運動障害、脳卒中、脳

軟化症、重症筋無力症、関節リウマチ、ビュルガー症、脊髄損傷、進行性筋ジストロフ

ィー、人工股関節置換など

精神

老年及び初老期認知症、その他の老年性精神病、脳動脈硬化症に伴う精神病、アルコー

ル精神病、頭蓋内感染に伴う精神病、統合失調症、双極性障害（躁うつ病）、てんかん性

精神病、高次脳機能障害、その他詳細不明の精神病など

呼吸器疾患 肺結核、じん肺、気管支喘息、慢性気管支炎、膿胸、肺線維症など

循環器疾患（心疾患）
慢性心包炎、リウマチ性心包炎、慢性虚血性心疾患、冠状動脈硬化症、狭心症、僧帽弁

閉鎖不全症、大動脈弁狭窄症、心筋梗塞など

高血圧
悪性高血圧、高血圧性心疾患、高血圧性腎疾患（ただし、脳溢血による運動障害は除

く）など

腎疾患 慢性腎炎、ネフローゼ症候群、慢性糸球体腎炎、慢性腎不全など

肝疾患 肝硬変、多発性肝腫瘍、肝癌など

糖尿病 糖尿病、糖尿病性と明示された全ての合併症

その他 白血病、多発性骨髄腫、悪性新生物等及びその他の疾患

国民年金・厚生年金保険 障害認定基準は、日本年金機構のウェブサイトに掲載されています。

https://www.nenkin.go.jp/service/jukyu/shougainenkin/ninteikijun/20140604.html

（３） 障害年金の請求手続

公立学校共済組合の障害厚生年金請求手続は「障害程度の認定」と「障害厚生年金の決定請求」

の２段階となります。 

認定関係書類の提出後、「障害程度の認定」結果のお知らせまで３～４か月を要します。「障害厚

生年金の決定請求」に関する書類の提出から年金証書の送付までは、さらに３～４か月を要します。 

申出の際は、初診日、傷病名、症状、初診時の病院を転院しているときはその期日等、これま

での病歴について確認し、認定される見込みがあるかどうかを医師に相談のうえ、公立学校共済

組合東京支部（電話 03-5320-6828）まで御連絡ください。 

年金機構 HP

認定基準 検索

31

● 「障害程度の認定」

障害程度の認定は、診断書等による書面審査です。

申出の際に状況をお伺いした上で、認定に必要な書類（診断書等）を送付します。

● 「障害厚生年金の決定請求」

障害程度の認定の結果、障害等級１級から３級に該当した方には、障害厚生年金の決定書類を

送付します。

なお、障害等級が１級又は２級のときは、国民年金法の「障害基礎年金」も併せて支給されま

す。

《 障害認定日請求 》

障害認定日まで遡って請求する方法です。障害認定日時点の診断書が取得可能な場合に請求でき

ます。障害認定日以降請求時まで、障害等級３級以上の障害状態にある場合、障害認定日の翌月

まで遡って年金が支給されます。ただし時効により遡るのは過去５年分までとなります。

《 事後重症認定請求 》

障害認定日に障害等級１級から３級に該当せず、その後症状が進行して、65 歳に達する日の前日

までに、その傷病により障害等級に該当する程度の障害状態になった方が請求する方法です。請

求は 65 歳に達する日の前日（65 歳誕生日の前々日）までで、請求日の翌月から支給されます。

《 請求手続のイメージ 》

１ 障害年金請求の申出

２ 認定関係書類の送付

７「年金証書」「年金決定通知書」の送付、障害厚生年金の支給

３ 認定関係書類の提出

５ 請求手続の案内

６ 請求関係書類の提出

４ 認定結果の通知
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２ 遺族厚生年金

遺族厚生年金とは、厚生年金保険の被保険者、被保険者であった方又は厚生年金の受

給権者が亡くなったときに遺族に支給される年金です。

一般的な遺族厚生年金の年額は、亡くなった方が受け取る(受け取っていた)老齢厚生年金(退職共

済年金を含む。)の年額のおおむね４分の３※１になります。遺族厚生年金を受給するためには亡くな

った方と遺族のそれぞれが以下の要件を満たす必要があります。

（１） 遺族年金の受給要件
次のア～エの、いずれか

．．．．
に該当すること

ア 厚生年金保険の被保険者※２が亡くなったとき

イ 厚生年金保険の被保険者※２であった期間に初診日がある病気やケガが原因で、当該初診日

から起算して５年を経過する日前に亡くなったとき

ウ 障害等級１級または２級に該当する障害厚生年金※３の受給権者が亡くなったとき

エ 受給資格期間が 25 年以上ある老齢厚生年金(退職共済年金を含む。)の受給権者又は同期間

が 25 年以上ある方(退職した方を含む。)が亡くなったとき 

（２） 年金上の遺族とは
次のア～ウの要件、すべて

．．．
を満たす方

ア 亡くなった被保険者と生計を共にしていたこと

イ 恒常的な収入が年額 850 万円(所得の場合は 665 万５千円)未満※４であること 

ウ 以下の表にかかげる遺族の範囲であること

【受給順位１～４のうち最も順位の高い方が受給できます】

（３） 遺族厚生年金の請求手続
在職中に亡くなった場合は、所属所の事務担当者が、公立学校共済組合東京支部に連絡し、遺

族と必要な手続のやりとりをします。

退職後に亡くなった場合（年金待機者の死亡）は、遺族が直接、公立学校共済組合本部（電話

03-5259-1122）へお問合せください。

順 位 遺 族 条 件 等

１位
配偶者

子

◍ 夫は55歳以上（原則として60歳未満は支給停止）

◍ 子（胎児を含む）は現に婚姻をしていない以下のいずれかに該当する方

① 18歳に達する日の属する年度末までの間にある方

２位 父母 55歳以上（60歳未満は支給停止）

３位 孫 子と同じ

４位 祖父母 父母と同じ

※1　遺族が 65 歳以上の配偶者で、自身の老齢厚生年金（退職共済年金を含む。）を受給している場合、年額の算出方法が異なる
場合があります。

※2 死亡日の前日において、国民年金の保険料の納付要件（国民年金法に定める納付要件）を満たしていることを含む。

※3 障害共済年金を含む。

※4 おおむね５年以内に年額 850 万円未満の収入になることが明らかであると認められる場合も含む。

本部 HP
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３ 離婚時の年金分割制度

離婚時の年金分割とは、離婚する当事者の婚姻期間中における厚生年金の保険料納付記

録（標準報酬額）を分割し、それぞれの年金の基礎となる標準報酬に算入する制度です。

年金自体を分割するものではありません。

老齢厚生年金は夫婦それぞれの保険料

納付記録を基に算定されますが、働き方

により夫婦間で年金額に大きな差が出る

ことがあります。

このため、婚姻期間中の保険料納付記

録を夫婦が共同で負担した保険料と考え、

両者の保険料納付記録を合算して任意の

割合で按分することで、将来それぞれが

受け取る厚生年金の額に反映させるのが

年金分割制度です。

● 分割方法

分割方法は、次の２種類です。

１ 当事者間の合意による「合意分割」

２ 国民年金の第３号被保険者(会社員や公務員などに扶養される20歳以上60歳未満の配偶者)

であった方からの請求による「３号分割」

● 分割の手続

離婚時の年金分割は、当事者（お互い、またはその一方）からの請求に基づき、実施機関（公立

学校共済組合本部）が行います。請求手続は公立学校共済組合やお近くの年金事務所等でも受付し

ています。

年金分割の請求手続

請求は「標準報酬改定請求書」に、按分割合を明らかにできる書類を添付して行います。

情報通知書の請求手続

分割の話し合いに必要な情報は、事前に「情報通知書」として受け取ることができます。

● 注意事項
<請求期限〉

年金分割の請求期限は、離婚日の翌日から起算して２年以内です。

<事実婚の場合〉

事実上の婚姻関係にある方も対象となりますが、分割の対象とすることができる期間は、当事

者の一方が国民年金の第３号被保険者として認定されていた期間に限られます。

【例】夫の方が厚生年金の保険料納付記録（標準報酬額）が多い場合

本部HP

夫

妻

納付記録

DOWN↓

納付記録

離婚前

離婚後

離婚後

離婚前

納付記録 納付記録

UP↑
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２ 遺族厚生年金

遺族厚生年金とは、厚生年金保険の被保険者、被保険者であった方又は厚生年金の受

給権者が亡くなったときに遺族に支給される年金です。

一般的な遺族厚生年金の年額は、亡くなった方が受け取る(受け取っていた)老齢厚生年金(退職共

済年金を含む。)の年額のおおむね４分の３※１になります。遺族厚生年金を受給するためには亡くな

った方と遺族のそれぞれが以下の要件を満たす必要があります。

（１） 遺族年金の受給要件
次のア～エの、いずれか

．．．．
に該当すること

ア 厚生年金保険の被保険者※２が亡くなったとき

イ 厚生年金保険の被保険者※２であった期間に初診日がある病気やケガが原因で、当該初診日

から起算して５年を経過する日前に亡くなったとき

ウ 障害等級１級または２級に該当する障害厚生年金※３の受給権者が亡くなったとき

エ 受給資格期間が 25 年以上ある老齢厚生年金(退職共済年金を含む。)の受給権者又は同期間

が 25 年以上ある方(退職した方を含む。)が亡くなったとき 

（２） 年金上の遺族とは
次のア～ウの要件、すべて

．．．
を満たす方

ア 亡くなった被保険者と生計を共にしていたこと

イ 恒常的な収入が年額 850 万円(所得の場合は 665 万５千円)未満※４であること 

ウ 以下の表にかかげる遺族の範囲であること

【受給順位１～４のうち最も順位の高い方が受給できます】

（３） 遺族厚生年金の請求手続
在職中に亡くなった場合は、所属所の事務担当者が、公立学校共済組合東京支部に連絡し、遺

族と必要な手続のやりとりをします。

退職後に亡くなった場合（年金待機者の死亡）は、遺族が直接、公立学校共済組合本部（電話

03-5259-1122）へお問合せください。

順 位 遺 族 条 件 等

１位
配偶者

子

◍ 夫は55歳以上（原則として60歳未満は支給停止）

◍ 子（胎児を含む）は現に婚姻をしていない以下のいずれかに該当する方

① 18歳に達する日の属する年度末までの間にある方

２位 父母 55歳以上（60歳未満は支給停止）

３位 孫 子と同じ

４位 祖父母 父母と同じ

※1　遺族が 65 歳以上の配偶者で、自身の老齢厚生年金（退職共済年金を含む。）を受給している場合、年額の算出方法が異なる
場合があります。

※2 死亡日の前日において、国民年金の保険料の納付要件（国民年金法に定める納付要件）を満たしていることを含む。

※3 障害共済年金を含む。

※4 おおむね５年以内に年額 850 万円未満の収入になることが明らかであると認められる場合も含む。
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３ 離婚時の年金分割制度

離婚時の年金分割とは、離婚する当事者の婚姻期間中における厚生年金の保険料納付記

録（標準報酬額）を分割し、それぞれの年金の基礎となる標準報酬に算入する制度です。

年金自体を分割するものではありません。

老齢厚生年金は夫婦それぞれの保険料

納付記録を基に算定されますが、働き方

により夫婦間で年金額に大きな差が出る

ことがあります。

このため、婚姻期間中の保険料納付記

録を夫婦が共同で負担した保険料と考え、

両者の保険料納付記録を合算して任意の

割合で按分することで、将来それぞれが

受け取る厚生年金の額に反映させるのが

年金分割制度です。

● 分割方法

分割方法は、次の２種類です。

１ 当事者間の合意による「合意分割」

２ 国民年金の第３号被保険者(会社員や公務員などに扶養される20歳以上60歳未満の配偶者)

であった方からの請求による「３号分割」

● 分割の手続

離婚時の年金分割は、当事者（お互い、またはその一方）からの請求に基づき、実施機関（公立

学校共済組合本部）が行います。請求手続は公立学校共済組合やお近くの年金事務所等でも受付し

ています。

年金分割の請求手続

請求は「標準報酬改定請求書」に、按分割合を明らかにできる書類を添付して行います。

情報通知書の請求手続

● 注意事項
<請求期限〉

年金分割の請求期限は、離婚日の翌日から起算して２年以内です。

<事実婚の場合〉

事実上の婚姻関係にある方も対象となりますが、分割の対象とすることができる期間は、当事

者の一方が国民年金の第３号被保険者として認定されていた期間に限られます。

【例】夫の方が厚生年金の保険料納付記録（標準報酬額）が多い場合

本部HP

夫

妻

納付記録

DOWN↓

納付記録

離婚前

離婚後

離婚後

離婚前

夫

納付記録 納付記録

UP↑

分割の話し合いに必要な情報は、事前に「情報通知書」の請求を行うことで、受け取ることがで

きます。

33



34

第５章 退職後の医療保険制度（健康保険制度）

１ 退職後の医療保険制度（健康保険制度）について

退職後は、現在お持ちの公立学校共済組合「組合員証」は使用できなくなります。退職後どの健

康保険に加入することになるのか、フロー図で確認してください。

※１ 引き続き退職日から 1 日も空けずに暫定再任用（フルタイム・短時間勤務）、定年前再任用短時間

勤務又は日勤講師として働く方は、公立学校共済組合員の組合員資格が継続します。

扶養してくれる家族が民間の健康保険組合等に加入している場合は、被扶養者の条件が異なる場合

があります。それぞれの健康保険組合の被扶養者の条件を確認してください。

※３ 国民健康保険については、居住地の各区市町村「国民健康保険担当窓口」にお問い合わせください。

再就職が決まったら・・・

勤務先の健康保険制度が適用されるかどうか、御自身で確認してください。

◍ 都立又は区市町村立の学校に再就職する場合、任用形態によって、健康保険制度等が適用され

る場合と適用されない場合があります。詳しくは再就職先に確認してください。

◍ パート勤務でも、一定の条件を満たす場合、健康保険制度が適用されることがあります。

勤務先の

健康保険

選 択
家族の加入する

健康保険等の

被扶養者
国民健康保険

※３ 

任意継続組合員

制度

３割 ３割 ３割

掛金が掛かります

（給与から控除）
掛金が掛かります 掛金が掛かりません

扶養してくれる 

家族がいない 

扶養してくれる 

家族がいる 

再就職しない方 再就職する方 ※１ 

掛金の負担

収入限度額等の条件

を満たしている ※２

医療費の
窓口負担

勤務先に健康保険 

制度がない 

又は 

あっても適用され

ない 

勤務先の健康保険

制度が適用される 

（＝強制加入） 

※２ 被扶養者の年額収入限度額（公立学校共済組合の場合）

ア・　60 歳以上の方

　・　収入の中に障害年金を含む方又は障害年金受給程度の

　　障害を有する方（いずれも年齢の制限なし）

→年収 180 万円未満

イ　アに記載した以外の方（遺族年金受給者の方を含む） →年収 130 万円未満
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２ 任意継続組合員とは

（※1）標準報酬月額……報酬月額（基本給＋諸手当）を標準報酬等級表にあてはめて求めた額

● 掛金計算の例（月額）

令和５年３月 31 日退職／退職した月の標準報酬月額が 560,000 円（第 32 級）の場合

退職した月の標準報酬月額 560,000 円＞全組合員の平均標準報酬月額 410,000 円

⇒「410,000 円」に掛金率を乗じて算出します。

短期掛金 410,000 円×0.0932＝38,212 円(小数点以下切捨て)…① （月額）

介護掛金 410,000 円×0.016＝6,560 円(小数点以下切捨て)…② ①＋②＝44,772 円

※ 令和５年４月時点の「全組合員の平均標準報酬月額」及び掛金率を適用

※ 問合せ先は、給付貸付課資格担当（電話 03-5320-6826）です。

対 象 者

退職の前日まで引き続き１年以上組合員であった方（組合員期間が１年１日以上）

※次に該当する方は任意継続組合員に加入できません。

公立学校共済組合の組合員資格が継続する方（暫定再任用（フルタイム・短時間勤務）、定年前再任用短時間勤務又は

日勤講師として働く方）

臨時的任用教職員・会計年度任用職員として働く方のうち、短期組合員資格取得の要件を満たす方

民間企業等（私立学校を含む）に再就職する方のうち、就職先の健康保険に加入する方

家族が加入している健康保険の被扶養者になる方

後期高齢医療制度に加入している方

加入手続

「任意継続組合員申出書」を資格担当へ提出し、手続後に発行される払込取扱票により

期日までに掛金を納付してください。

加入を希望する方は、あらかじめ所属所の事務担当者に申し出てください。

受付方法：所属所の事務担当者を通じて郵送又は交換便での受付となります。

受付期間：退職の日から起算して 20 日以内に手続をしてください。

３月 31 日付退職の場合、４月 19 日が受付の期限です。

受付期限の日が閉庁日の場合は、翌開庁日まで受付します。

加入期間 最長２年間。期間満了後は国民健康保険等へ加入することになります。

受けられる

給付

利用できる

事業

短期給付：基本的には、現職組合員の時と変わりありません。

※ 育児休業手当金・介護休業手当金・休業手当金は支給されません。

※ 傷病手当金・出産手当金は、現職中に支給事由が生じている場合のみ

支給されます。傷病手当金の附加金は支給されません。

厚生事業：人間ドック、共済組合の宿泊事業等（福利厚生ハンドブック参照）

掛 金 の

算出方法

次のア又はイのいずれか少ない額に、短期掛金率（93.2/1,000）と介護掛金率

（16/1,000）をそれぞれ乗じて、合算した額が、１か月分の掛金となります。

（令和５年４月適用）。

ア 退職した月の標準報酬月額（※1）

イ 全組合員の平均標準報酬月額（令和５年度は 410,000 円）

※ 介護掛金は 40 歳以上 65 歳未満の方のみが対象です。

※ 「全組合員の平均標準報酬月額」及び短期・介護掛金率は、年度毎に決定されます。

掛 金 の

払込方法

ア 口座振替払（毎月払い）

※ 「みずほ銀行」のみの取扱いとなります。

イ 払込取扱票払（毎月払い・半年払い・一年払い） 

※ 半年払いと一年払いには割引制度があります。
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第５章 退職後の医療保険制度（健康保険制度）

１ 退職後の医療保険制度（健康保険制度）について

退職後は、現在お持ちの公立学校共済組合「組合員証」は使用できなくなります。退職後どの健

康保険に加入することになるのか、フロー図で確認してください。

※１ 引き続き退職日から 1 日も空けずに暫定再任用（フルタイム・短時間勤務）、定年前再任用短時間

勤務又は日勤講師として働く方は、公立学校共済組合員の組合員資格が継続します。

扶養してくれる家族が民間の健康保険組合等に加入している場合は、被扶養者の条件が異なる場合

があります。それぞれの健康保険組合の被扶養者の条件を確認してください。

※３ 国民健康保険については、居住地の各区市町村「国民健康保険担当窓口」にお問い合わせください。

再就職が決まったら・・・

勤務先の健康保険制度が適用されるかどうか、御自身で確認してください。
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国民健康保険

※３ 
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３割 ３割 ３割
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掛金の負担

収入限度額等の条件
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医療費の
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ない 
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※２ 被扶養者の年額収入限度額（公立学校共済組合の場合）

ア・　60歳以上の方

　・　収入の中に障害年金を含む方又は障害年金受給程度の

　　障害を有する方（いずれも年齢の制限なし）
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イ　アに記載した以外の方（遺族年金受給者の方を含む） →年収130万円未満
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２ 任意継続組合員とは

（※1）標準報酬月額……報酬月額（基本給＋諸手当）を標準報酬等級表にあてはめて求めた額

● 掛金計算の例（月額）

令和５年３月 31 日退職／退職した月の標準報酬月額が 560,000 円（第 32 級）の場合

退職した月の標準報酬月額 560,000 円＞全組合員の平均標準報酬月額 410,000 円

⇒「410,000 円」に掛金率を乗じて算出します。

短期掛金 410,000 円×0.0932＝38,212 円(小数点以下切捨て)…① （月額）

介護掛金 410,000 円×0.016＝6,560 円(小数点以下切捨て)…② ①＋②＝44,772 円

※ 令和５年４月時点の「全組合員の平均標準報酬月額」及び掛金率を適用

※ 問合せ先は、給付貸付課資格担当（電話 03-5320-6826）です。

対 象 者

退職の前日まで引き続き１年以上組合員であった方（組合員期間が１年１日以上）

※次に該当する方は任意継続組合員に加入できません。

公立学校共済組合の組合員資格が継続する方（暫定再任用（フルタイム・短時間勤務）、定年前再任用短時間勤務又は

日勤講師として働く方）

臨時的任用教職員・会計年度任用職員として働く方のうち、短期組合員資格取得の要件を満たす方

民間企業等（私立学校を含む）に再就職する方のうち、就職先の健康保険に加入する方

家族が加入している健康保険の被扶養者になる方

後期高齢医療制度に加入している方

加入手続

「任意継続組合員申出書」を資格担当へ提出し、手続後に発行される払込取扱票により

期日までに掛金を納付してください。

加入を希望する方は、あらかじめ所属所の事務担当者に申し出てください。

受付方法：所属所の事務担当者を通じて郵送又は交換便での受付となります。

受付期間：退職の日から起算して 20 日以内に手続をしてください。

３月 31 日付退職の場合、４月 19 日が受付の期限です。

受付期限の日が閉庁日の場合は、翌開庁日まで受付します。

加入期間 最長２年間。期間満了後は国民健康保険等へ加入することになります。

受けられる

給付

利用できる

事業

短期給付：基本的には、現職組合員の時と変わりありません。

※ 育児休業手当金・介護休業手当金・休業手当金は支給されません。

※ 傷病手当金・出産手当金は、現職中に支給事由が生じている場合のみ

支給されます。傷病手当金の附加金は支給されません。

厚生事業：人間ドック、共済組合の宿泊事業等（福利厚生ハンドブック参照）

掛 金 の

算出方法

次のア又はイのいずれか少ない額に、短期掛金率（93.2/1,000）と介護掛金率

（16/1,000）をそれぞれ乗じて、合算した額が、１か月分の掛金となります。

（令和５年４月適用）。

ア 退職した月の標準報酬月額（※1）

イ 全組合員の平均標準報酬月額（令和５年度は 410,000 円）

※ 介護掛金は 40 歳以上 65 歳未満の方のみが対象です。

※ 「全組合員の平均標準報酬月額」及び短期・介護掛金率は、年度毎に決定されます。

掛 金 の

払込方法

ア 口座振替払（毎月払い）

※ 「みずほ銀行」のみの取扱いとなります。

イ 払込取扱票払（毎月払い・半年払い・一年払い） 

※ 半年払いと一年払いには割引制度があります。
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第６章 年金待機者 Q＆A

Q1 退職後に年金について相談したいのですが、どこに相談すればよいですか？

A. 退職後（年金待機者）の相談窓口は公立学校共済組合本部です。

以下の連絡先にお問合せください。 

公立学校共済組合本部 年金相談窓口 

月～金曜日 ( 祝日･年末年始を除く )  9:00 ～ 17:30

★ 17:00 以降が電話の繋がりやすい時間帯となっています。 

★ 最初に年金待機者番号をお知らせください。 ( ☞ P5 )

Q2 退職後に引越した場合、必要な手続は？

A. 公立学校共済組合本部へ住所変更の届出が必要です。 

届出をしないと、年金請求書をはじめ、公立学校共済組合から送付する書類が正しく送付さ

れません。 ( ☞ P3、9、10、11 )

また、婚姻等により氏名が変更になった場合も届出が必要です。

届出の様式（年金待機者異動報告書）はホームページからもダウンロードできます。

（https://www.kouritu.or.jp/nenkin/download/index.html）

Q3 退職後は任意継続組合員になりますが、国民年金への加入は必要ですか？

A. 任意継続組合員は医療保険の制度ですので、年金制度として 60 歳まで国民年金に加入する必

要があります。 ( ☞ P5 )

退職後に厚生年金被保険者の被扶養配偶者になる場合は、国民年金第３号被保険者となるた

め国民年金加入の手続は不要です。 ( ☞ P1 )

子の被扶養者になる場合は、国民年金第３号被保険者にはならないので、国民年金加入の手続

を行う必要がありますので御注意ください。

Q4 退職後、扶養していた配偶者の年金手続も必要ですか？

A. あなたの在職中、被扶養配偶者は国民年金第３号被保険者でした。退職後、あなたと配偶者

が、無職又は自営業等で厚生年金保険に加入しない場合、60 歳になるまでそれぞれ国民年金

への加入が必要です。( ☞ P1、5 )

電話 03 - 5259 - 1122
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Q5 65 歳になれば自動的に年金の支給が始まりますか？

A. 年金支給は自動では始まりません。年金を受給するためには御自身で年金請求の手続をする

必要があります。請求手続は「年金請求書」を添付書類とともに提出します。（「年金請求書」

は登録された住所へ自動的に送付されてきます。）年金請求の権利は５年で時効となりますの

で、早めに手続を行ってください。( ☞ P8、9 )

Q6 年金請求書が届きません。どうすればいいですか？

A. 年金請求書は、最後に所属していた実施機関から誕生日の前に送付されます。誕生日を過ぎて

も年金請求書が届かない場合は、最後に所属していた実施機関へお問合せください。

( ☞ P3 )

Q7 年金請求書を提出した後、年金が支給されるまでどのくらいですか？

A. 初回の支給は、請求書の提出からおおむね４～６か月後になります。

年金の支給が決定されると、年金決定通知書及び年金証書が届きます。

その後、年金の支給が始まります。年金証書は再就職した時などに必要に

なりますので、大切に保管してください。( ☞ P15 )

Q8 年金の支給日はいつですか？

A. 年金の支給は ２・４・６・８・10・12 月の年６回です。

原則として支給月の 15 日（土曜日のときは 14 日、日曜日のときは 13 日）に、支給月の前月

と前々月の２か月分が後払いで支給されます。( ☞ P15 )

Q9 年金から税金が天引きされると聞きましたが、何税が引かれるのでしょうか？

A. 老齢年金は所得税法の規定で「雑所得」に該当します。そのため、年金支給の際に所得税の源

泉徴収が行われます。障害年金・遺族年金は非課税です。 

また、お住まいの区市町村と年金額によっては、介護保険料、国民健康保険料(税)、後期高

齢者医療制度の保険料、住民税等が天引き（特別徴収）されます。

その他のよくある質問については、公立学校共済組合本部
のホームページにも掲載があります。
（https://www.kouritu.or.jp/nenkin/qa/index.html）

本部 HP
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年年金金制制度度とと 

退退職職後後にに必必要要なな手手続続 

公立学校共済組合東京京支支部部 

令和５年８月

令和５年度

年金（長期給付）事業キャラクター

かめるん

（１）【公立共済本部】退職者（年金待機者・年金受給者）の問合せ  

公立学校共済組合本部（年金相談センター） 月～金曜日 ( 祝日･年末年始を除く )  9 時 ～ 17 時 30 分 

〒101-0062 千代田区神田駿河台 2-9-5 電話 03-5259-1122  hhttttppss::////wwwwww..kkoouurriittuu..oorr..jjpp//  

（２）【公立共済東京支部】 

退職後の医療保険･任意継続組合員の問合せ（給付貸付課資格担当）電話 03-5320-6826 

現職者・退職者(年金待機者になる前)の問合せ（給付貸付課年金担当） 電話 03-5320-6828 

公立学校共済組合東京支部 月～金曜日 ( 祝日･年末年始を除く )  9 時～12 時 , 13 時～17 時 

〒163-8001 新宿区西新宿 2-8-1   hhttttppss::////wwwwww..kkoouurriittuu..oorr..jjpp//ttookkyyoo// 

（３）私立学校教職員共済制度・私学厚生年金に関する問合せ  

日本私立学校振興・共済事業団共済事業本部  

〒113-8441 文京区湯島 1-7-5 電話 03-3813-5321   hhttttppss::////wwwwww..sshhiiggaakkuu..ggoo..jjpp// 

（４）国民年金・一般厚生年金に関する問合せ  

ねんきんダイヤル 電話 0570-05-1165（ナビダイヤル）又は 03-6700-1165（一般電話） hhttttppss::////wwwwww..nneennkkiinn..ggoo..jjpp// 

月曜日午前 8 時 30 分から午後 7時、火曜日から金曜日午前 8時 30 分から午後 5時 15 分、 

第 2土曜日午前 9時 30 分から午後 4時 

 

年金事務所 電話番号  年金事務所 電話番号  年金事務所 電話番号 

東 

 

京 

千代田 03-3265-4381  

東 

京 

立 川 042-523-0352  

神 

奈 

川 

厚 木 046-223-7171 

中 央 03-3543-1411  青 梅 0428-30-3410  小田原 0465-22-1391 

港 03-5401-3211  八王子 042-626-3511  川 崎 044-233-0181 

新 宿 03-3354-5048  武蔵野 0422-56-1411  港 北 045-546-8888 

杉 並 03-3312-1511  府 中 042-361-1011  相模原 042-745-8101 

中 野 03-3380-6111  

埼 

玉 

浦 和 048-831-1638  高 津 044-888-0111 

上 野 03-3824-2511  大 宮 048-652-3399  鶴 見 045-521-2641 

文 京 03-3945-1141  春日部 048-737-7112  平 塚 0463-22-1515 

墨 田 03-3631-3111  川 越 049-242-2657  藤 沢 0466-50-1151 

江 東 03-3683-1231  熊 谷 048-522-5012  横須賀 046-827-1251 

江戸川 03-3652-5106  越 谷 048-960-1190  横浜中 045-641-7501 

品 川 03-3494-7831  秩 父 0494-27-6560  横浜西 045-820-6655 

大 田 03-3733-4141  所 沢 04-2998-0170  横浜南 045-742-5511 

渋 谷 03-3462-1241  

千 

葉 

市 川 047-704-1177  

茨 

城 

下 館 0296-25-0829 

目 黒 03-3770-6421  木更津 0438-23-7616  土 浦 029-825-1170 

世田谷 03-6844-3871  佐 原 0478-54-1442  日 立 0294-24-2194 

池 袋 03-3988-6011  千 葉 043-242-6320  水戸北 029-231-2283 

北 03-3905-1011  船 橋 047-424-8811  水戸南 029-227-3278 

板 橋 03-3962-1481  松 戸 047-345-5517  

群 

馬 

太 田 0276-49-3716 

練 馬 03-3904-5491  幕 張 043-212-8621  桐 生 0277-44-2311 

足 立 03-3604-0111  山 

梨 

大 月 0554-22-3811  渋 川 0279-22-1614 

荒 川 03-3800-9151  甲 府 055-252-1431  高 崎 027-322-4299 

葛 飾 03-3695-2181  竜 王 055-278-1100  前 橋 027-231-1719 

主な問合せ先一覧 

古紙配合率７０％再生紙を使用しています
石油系溶剤を含まないインキを使用しています
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